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うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 197,044

1,080,074 0

13,931,671 170,536

25,307,131 197,044

25,079,162 197,044

うち人件費 2,469,767 6,041

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 -194

36,860,615 486

当期増加額 84,540,948 170,342

14,175,375 170,342

当期減少額 71,196,755 170,536

50,204,808 292

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託
株式会社キョウエ
イアドインターナ
ショナル

5,643,000

特定契約 委託
株式会社Y-プロ
デュース

990,000

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 総合支援事業

２　事業（施設）概要
相談窓口に各種専門家を配置し、様々な悩みにワンストップで対応するほか、中小企業者
及び創業を意図する者等の成長段階に応じた継続的支援を行うとともに、経営、技術等を
含めた多面的な総合支援サービスを提供する。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
リスティング広告の掲載（東京都新
型コロナウィルス対策支援 特設サ
イト）の契約締結

2

総合支援事業（新型コロナウイルス
感染症緊急対策）に関するポータ
ルサイトの作成委託に係る契約締
結
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特定契約 委託
株式会社オール
フォーエスピー

550,000

件数 金額

3
新型コロナウイルス対策支援特設
サイト運用保守業務委託に係る契
約締結

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
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うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 301,515

1,080,074 0

13,931,671 301,515

25,307,131 301,515

25,079,162 301,515

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 -641

36,860,615 1,228

当期増加額 84,540,948 300,874

14,175,375 300,874

当期減少額 71,196,755 301,515

50,204,808 587

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託 ㈱大塚商会 2,204,400

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業ニューマーケット開拓支援事業

２　事業（施設）概要
都内中小企業の優れた製品・技術を商社やメーカー等へ紹介し、販路拡大を支援するとと
もに、「売れる製品」として育てるため、改良に向けた助言など「ハンズオン支援」を行う。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
中小企業ニューマーケット開拓支
援事業等における販路開拓システ
ムの保守業務委託に係る契約締結

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
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〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件
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うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 53,481

1,080,074 0

13,931,671 49,482

25,307,131 53,481

25,079,162 53,481

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 361

36,860,615 0

当期増加額 84,540,948 49,843

14,175,375 49,843

当期減少額 71,196,755 49,482
50,204,808 361

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

プロポーザ
ル

委託
株式会社日広通
信社

6,589,000

競争契約 委託
株式会社日広通
信社

2,994,200

特定契約 委託
コーポレート・デザ
イニング・パート
ナーズ株式会社

510,400

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業プロモーション支援事業

２　事業（施設）概要
自社ＰＲ（プロモーション）手法の作成支援及び基礎知識、戦略策定、実際の具体的な実
行支援までを体系的に学び、「自社の強みの発見」や「売れる仕組み」、「効果的な販促
ツール」を得ることで、都内中小企業の更なる販路拡大と企業の人材育成を図る。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

令和２年度中小企業プロモーショ
ン支援事業（強化支援）展示会運
営の業務委託に係るプロポーザル
審査結果及び契約締結

2

中小企業プロモーション支援事業
（強化支援）における支援企業紹
介動画の制作委託に係る契約締
結

3

令和２年度中小企業プロモーショ
ン支援事業（強化支援）コンテンツ
制作委託（CEATEC 2020
ONLINE）に係る契約締結

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
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〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件
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うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 39,992

1,080,074 0

13,931,671 39,992

25,307,131 39,992

25,079,162 39,992

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0
当期増加額 84,540,948 39,992

14,175,375 39,992

当期減少額 71,196,755 39,992

50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

総合評価
方式

委託
テレビ朝日映像株
式会社

15,572,700

競争契約 委託
株式会社ボールド
クリエイティブ

5,467,000

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 受発注創出事業(オンライン活用型・キャラバン型）

２　事業（施設）概要
新型コロナウイルス感染症により深刻な状況にある都内中小企業に対し、オンラインでの販
路拡大や受発注のマッチングによるサポートなどにより、売上の回復や販路開拓を支援す
る

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

令和２年度受発注創出事業動画制
作業務委託に係る総合評価委員
会における審査結果及び契約締
結

2
「オンライン販路開拓ウェブサイト」
構築及び運用業務委託に係る契
約締結

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
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〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件
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うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 630,524

1,080,074 0

13,931,671 629,487

25,307,131 630,524

25,079,162 630,524

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 15,021

36,860,615 227,879
当期増加額 84,540,948 644,507

14,175,375 644,507

当期減少額 71,196,755 629,487

50,204,808 242,899

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争入札 委託
㈱京王エージェン
シー

23,648,900

競争入札 委託
ヒューマンリソシア
(株)

16,602,300

競争入札 委託 ㈱明日香 6,473,940

特定契約 委託 富士通㈱ 1,402,500

特定契約 委託
丸の内新聞株式
会社

421,548

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 創業支援拠点の運営事業

２　事業（施設）概要
創業予定者に対し、創業に関する知識取得から事業プランの作成、事業化までをワンス
トップで支援する拠点を運営する。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

経常外収益

経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用

事業費

管理費

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

令和２年度TOKYO創業ステーショ
ンＷＥＢサイトのインターネット広告
出稿および駅広告出稿の業務委
託

3
創業支援拠点における一時預かり
保育実施運営委託（複数単価契
約）

4
TOKYO創業ステーション新ホーム
ページへのリダイレクト設定業務委
託

5 創業支援拠点における新聞購読

2
労働者派遣（創業支援拠点［丸の
内］の運営）（単価契約）
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特定契約 委託
日本管財株式会
社

8,528,005

特定契約 委託 日本ワムネット㈱ 722,040

特定契約 委託 ㈱日立システムズ 11,484,000

特定契約 委託 ㈱日立システムズ 17,467,560

件数 金額

7

8

令和３年度明治安田生命ビル１
階、２階専用部に係る清掃管理業
務委託

6

9

創業支援拠点運営のためのファイ
ルストレージの利用

創業支援システムの改修業務委託

創業支援システムの運用保守契約

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件
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契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 日本管財株式会社 8,528,005

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ㈱日立システムズ 11,484,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ㈱日立システムズ 17,467,560

令和2年度より稼働している創業支援システムは、株式会社日立システムズによって構築されている。
創業支援システムの運用保守については、創業支援システムを構築した同社でしか対応することができないことか
ら、本業務を株式会社日立システムズに委託するものとする。

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

6

8 創業支援システムの改修業務委託

特命理由

令和2年度より稼働している創業支援システムは、株式会社日立システムズによって構築されている。
改修については、創業支援システムを構築した同社でしか対応することができないことから、本業務を株式会社日立
システムズに委託するものとする。

No. 契約件名

9 創業支援システムの運用保守契約

特命理由

No. 契約件名

本案件は、明治安田生命ビル１、２階の創業支援拠点の清掃管理業務委託である。ビルの管理会社である、明治安
田ビルマネジメント株式会社から、清掃業務の委託先を指定されていることから、他社への委託が行えないため、上
記会社と特命随意契約を締結する。

令和３年度明治安田生命ビル１
階、２階専用部に係る清掃管理業
務委託

特命理由
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うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 397,029

1,080,074 0

13,931,671 397,029

25,307,131 397,029

25,079,162 397,029

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 62,784
当期増加額 84,540,948 407,422

14,175,375 407,422

当期減少額 71,196,755 397,029
50,204,808 73,177

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争入札 委託
ヒューマンリソシア
㈱

15,959,867

競争入札 委託 ㈱西花園 4,466,000

競争入札 委託
㈱京成エージェン
シー

3,101,670

競争入札 委託
㈱京成エージェン
シー

3,115,530

競争入札 委託
日立キャピタル
オートリース㈱

3,252,480

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

管理費

経常外収益

経常外費用

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 創業支援拠点（多摩）の設置・運営事業

２　事業（施設）概要
多摩創業支援拠点として開設を目指し、多摩地域の創業実態調査の結果を基に、社会経
済の変化に対応した東京の産業の活性化に寄与する。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

事業費

1
労働者派遣（総合支援拠点多摩の
運営）

2
多摩の創業支援拠点に配置する
観葉植物のレンタル

3
多摩の創業支援拠点における交
通広告の業務委託

4
多摩の創業支援拠点における屋
外広告の業務委託

5 小型乗用自動車の賃借
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競争入札 委託
㈱京成エージェン
シー

4,804,580

競争入札 委託
㈱京成エージェン
シー

5,653,450

競争入札 委託
㈱京成エージェン
シー

11,657,800

競争入札 委託
㈱京成エージェン
シー

3,810,400

競争入札 委託 ㈱明日香 7,616,400

特定契約 委託 ㈱大林組 8,168,600

特定契約 委託
富士ゼロックス多
摩㈱

3,208,920

特定契約 委託
㈱立飛プロパティ
マネジメント

1,261,260

特定契約 委託
㈱日本経済新聞
社

2,200,000

特定契約 委託 ㈱大林組 596,200

特定契約 委託
KDDIまとめてオ
フィス㈱

1,664,190

特定契約 委託
KDDIまとめてオ
フィス㈱

5,005,055

特定契約 委託
㈱立飛ストラテ
ジーラボ

2,875,826

特定契約 委託
株式会社日本経
済社

12,408,000

特定契約 委託
株式会社立飛プロ
パティマネジメント

1,670,900

特定契約 委託
ヒューマンリソシア
(株)

18,021,300

件数 金額

多摩の創業支援拠点における交
通広告の業務委託

9
多摩の創業支援拠点における屋
外広告の業務委託

10
多摩創業支援拠点（TAMA）にお
ける一時預かり保育実施運営委託
（複数単価契約）

8
多摩及び区部の創業支援拠点に
おける交通広告の業務委託

19
多摩の創業支援拠点における日
本経済新聞電子版広告の業務委
託

20
令和３年度多摩の創業支援拠点に
おける日常清掃業務の委託

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

21
労働者派遣（創業支援拠点［多摩］
の運営）（単価契約）

6

11
立川創業支援拠点の内装追加工
事

12
カラー複合機（多摩創業支援課）
の保守（複数単価契約）

7
多摩の創業支援拠点における多
摩モノレール広告の業務委託

17

TOKYO創業ステーション及び
TOKYO創業ステーションTAMAへ
のテレビ会議システムの機器購入・
設置、接続確認及び保守

16

TOKYO創業ステーション及び
TOKYO創業ステーションTAMAへ
のテレビ会議システム回線敷設工
事及び利用

13
多摩の創業支援拠点における日
常清掃業務の委託

14
多摩の創業支援拠点における新
聞電子版広告の業務委託

15
多摩の創業支援拠点におけるカッ
トリレー工事

18
多摩の創業支援拠点における駐
車場の賃貸借
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契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ㈱大林組 165,990,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

富士ゼロックス多摩㈱3,208,920

契約種別 契約相手方 契約金額（円）
KDDIまとめてオフィス㈱5,005,055

契約種別 契約相手方 契約金額（円）
㈱立飛ストラテジーラボ2,875,826

契約種別 契約相手方 契約金額（円）
株式会社日本経済社12,408,000

（特）カラー複合機（多摩創業支援課）の保守に係る契約締結　（複数単価契約）

特命理由

本件のリース物件は富士ゼロックス製の複合機である。
保守については構造、機能、性能に精通した業者に一体的に請け負わせる必要があること、不具合等に対して早
急にかつ確実に対応ができる必要があることから、公社財務規程第６８条の３第４項のイに該当するため、製造元で
ある富士ゼロックス株式会社に委託する。

No. 契約件名
18 (特）多摩の創業支援拠点における駐車場の賃貸借に係る契約締結

特命理由

本件は、TOKYO創業ステーション及びTOKYO創業ステーションTAMAのテレビ会議システムに係る機器購入・設
置、接続確認及び保守委託である。テレビ会議システムについては、平成27年度にKDDI株式会社のシステムが公
社に導入されており、本件は設置拠点を追加するものである。
各拠点間で適正に接続・作動するためには、同システムの導入元である同社指定の機器類を購入する必要がある
ことから、公社財務規定第68条の3第１項第4号（特定契約）イにより、同社のグループ企業で機器類の取扱会社で
ある上記会社と特命随意契約を締結する。

特命理由

本件は、多摩創業支援拠点の主に地域連携業務において、自治体、大学等へ訪問するために使用する車両に係
る駐車場の賃貸借契約である。
同拠点周辺の駐車場について、空き状況、立地条件及び利便性等を総合的に勘案した結果、同拠点が入居する
GREENSPRINGS内の駐車場が最も適していたため、同施設の所有者である上記会社と特命随意契約を締結する。

No.

No. 契約件名
17 （特）TOKYO創業ステーション及びTOKYO創業ステーションTAMAへのテレビ会議システムの機器購入・設置、接続確認及び保守に係る契約締結

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

11
立川創業支援拠点内装工事（立飛
みどり地区D棟３階）に係る契約締
結

特命理由

本案件は、31東中企総契第710号「立川創業支援拠点内装工事（立飛みどり地区D棟３階）」について、追加で実施
する工事である。
　本工事についても、「立川創業支援拠点内装工事（立飛みどり地区D棟３階）」と同様に、　ビル内の他のテナント
などへの影響などから、一部工事については、令和元年12月12日付で締結した定期貸室賃貸借契約書第21条（工
事区分と工事費の負担）及び当該契約書添付の工事区分表のとおり工事人が指定されているため、指定工事人以
外の建設業者への発注が行えない。
このため、公社財務規定第68条の3第１項第4号（特定契約）イにより、上記会社と　特命随意契約を締結する。

No. 契約件名

12

契約件名
19 （特）多摩の創業支援拠点における日本経済新聞電子版広告の業務委託

特命理由
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契約種別 契約相手方 契約金額（円）
ヒューマンリソシア(株)18,021,300

落札者が辞退したため、次点の入札者を相手に契約締結するもの。

No. 契約件名
21 （特）労働者派遣（創業支援拠点［多摩］の運営）（単価契約）に係る契約締結

特命理由

同社は、株式会社日本経済新聞社のグループ会社かつ指定広告代理店であり、日本経済新聞社が発行する媒体
へ広告掲載を行う場合において掲載枠の確保、掲載日程の調整など、確実な実施体制を構築している。
指定期日に指定掲載枠を確保し、随時掲載できる体制がとれるのは同社に特定されることから、上記会社と特命随
意契約を締結する。
また、日本経済新聞電子版は、購読者（登録会員）が約490万人、月間総アクセス数が約５億３千万回に上がるサイ
トで「創業」という言葉に感度の高いビジネスマンが情報源としている。最近では若年層（20代）や女性の有料会員も
増え、TOKYO創業ステーションTAMAのメインターゲット層と合致している。
PC、アプリでの閲覧が可能であること、独自ニュースや解説記事を翌日の紙面に先駆けて夕方に配信する「イブニ
ングスクープ」などを取り入れる、また、検索性に優れている等の利点があり、利便性が高く、購読意欲を書きた立て
られる媒体である。
掲載するのであれば、以上のようなクオリティの高いメディアに掲載することで注目度がより高まると考えている。
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うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 117,797

1,080,074 0

13,931,671 117,797

25,307,131 117,797

25,079,162 117,797

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0
当期増加額 84,540,948 219,649

14,175,375 219,649

当期減少額 71,196,755 117,797
50,204,808 101,852

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

プロポーザル 委託
デロイトトーマツベ
ンチャーサポート
㈱

62,730,250

特定契約 委託 コマニー㈱ 3,410,000

特定契約 委託 コマニー㈱ 2,750,000

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
令和２年度行政課題解決型スター
トアップ支援施設の運営業務委託

2
西新宿拠点開設に伴う新宿住友ビ
ル25階事務所化B工事に係る設計
業務委託

3

西新宿拠点開設に伴う新宿住友ビ
ル25階事務所化B工事に係る設計
業務委託その２及び工事監理業務
委託

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 行政課題解決型スタートアップ支援事業

２　事業（施設）概要

現在の都政課題の解決や、5Gを推進する基本戦略｢TOKYO Data Highway｣構想等、東
京都の構想に関連する、これまでにない製品・サービスを提供するスタートアップによる
ピッチイベントを開催し、都職員をはじめ、ＶＣや大企業等との交流の場を創出することに
より、新たな製品・サービスが効果的に活用される環境を生み出す。また、この様子を
YouTubeで広く配信することにより、起業に関する関心を高める。
実施に当たって、コワーキングスペース兼イベントスペースや会議室等を備えたスタート
アップ支援の拠点を都庁近辺に整備することにより、都政と親和性を高める。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
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特定契約 委託 住友不動産㈱ 66,528,000

特定契約 委託 富士通㈱ 1,363,670

特定契約 委託 住友不動産㈱ 1,161,600

特定契約 委託
富士ゼロックス東
京㈱

616,638

特定契約 委託
デロイトトーマツベ
ンチャーサポート
㈱

356,195,994

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

4
西新宿拠点開設に伴う新宿住友ビ
ル25階事務室化B工事

5
西新宿拠点におけるネットワークの
構築

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

6
西新宿拠点開設に伴う建物清掃委
託

7
カラー複合機（創業支援課西新宿
拠点）の保守（複数単価契約）

8
行政課題解決型スタートアップ支
援拠点「TOKYO UPGRADE
SQUARE」の運営業務委託
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契約種別 契約相手方 契約金額（円）

コマニー㈱ 3,410,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

コマニー㈱ 2,750,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

住友不動産㈱ 66,528,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

デロイトトーマツベ
ンチャーサポート
㈱

356,195,994

No. 契約件名

3

西新宿拠点開設に伴う新宿住友ビ
ル25階事務所化B工事に係る設計
業務委託その２及び工事監理業務
委託

本委託業務は、新宿住友ビル２５階に拠点を開設することに伴い、拠点の用途に合致したレイアウトに変更するため
の事務所化Ｂ工事に係る設計業務である。
コマニー株式会社（以下、「同社」という）は令和２年４月に竣工した多摩創業　　　ステーションにおける設計を担当
した実績があり、公社の実施する創業支援事業及び拠点の実態を理解し、履行品質の担保が見込まれる。
また、令和２年５月８日付で締結した定期建物賃貸借契約書約款第１１条２項（現状変更）において、Ｂ工事を行う場
合は建物所有者が定めた設計者に発注しなければならない旨が規定されている。建物所有者の担当者に同条項の
定める指定設計者についての確認を行い、同社を設計者とすることについて同意を得た。

上記の点を踏まえ、同社と特命随意契約を締結する。

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

2
西新宿拠点開設に伴う新宿住友ビ
ル25階事務所化B工事に係る設計
業務委託

特命理由

令和２年５月８日付で住友不動産株式会社と締結した定期建物賃貸借契約書　　第11条第２項において、「前項に
関する工事（間仕切・内装・その他諸造作・電気・水道・空気調和設備等の新設・付加など）は、甲（住友不動産株式
会社）または甲の指定する設計者及び施工者により行うものとし、乙（公益財団法人東京都中小企業振興公社）は
当該工事を甲に発注するものとする」と規定されている。
上記の点を踏まえ、同社と特命随意契約を締結する。

特命理由

本委託業務は、新宿住友ビル２５階に拠点を開設することに伴い、拠点の用途に　合致したレイアウトに変更するた
めの事務所化Ｂ工事に係る設計業務及び工事監理業務である。
コマニー株式会社（以下、「同社」という）は令和２年４月に竣工した多摩創業ステーションにおける設計を担当した
実績があり、公社の実施する創業支援事業及び拠点の実態を理解し、履行品質の担保が見込まれる。
また、令和２年５月８日付で締結した定期建物賃貸借契約書約款第１１条２項（現状変更）において、Ｂ工事を行う場
合は建物所有者が定めた設計者に発注しなければならない旨が規定されている。建物所有者の担当者に同条項の
定める指定設計者についての確認を行い、同社を設計者とすることについて同意を得た。
上記の点を踏まえ、同社と特命随意契約を締結する。

No. 契約件名

4
西新宿拠点開設に伴う新宿住友ビ
ル25階事務室化B工事

No. 契約件名

8
行政課題解決型スタートアップ支
援拠点「TOKYO UPGRADE
SQUARE」の運営業務委託

特命理由
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デロイトトーマツベンチャーサポート（株）とは、令和２年１１月１８日に本拠点の運営業務委託契約を締結。令和３年
１月２７日の「TOKYO UPGRADE SQUARE」開所に向けて、①経営相談・専門相談等の各種相談対応への運営体
制の構築、②スタートアップの成長に資するセミナー等のイベント実施体制の構築、③情報発信はもちろんのこと、
拠点利用者登録、施設や相談予約等に対応したホームページの開設、④施設利用者の増加を図るための様々な
媒体を利用したプロモーション活動等、行政との協働を目指すスタートアップに有効な支援を取り揃え、賑わいのあ
る拠点運営に向けた体制整備に着手したところである。
　　令和３年４月からの同拠点の本格稼働に向け、スタートアップに対する高品質な支援サービスを安定的に利用者
に提供していくためには、同拠点の整備を行った同社でなければ履行が不可能である。
　　ついては、行政との協働を目指すスタートアップ支援におけるノウハウを共有し、更なるサービスの質の向上を図
るためには長期的な取組みが必要であることから、令和４年度末までの２年間の期間を設定し、デロイトトーマツベン
チャーサポート（株）に同業務を委託する。
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うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 13,001

1,080,074 0

13,931,671 11,397

25,307,131 13,001

25,079,162 13,001

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 -83

36,860,615 1,116
当期増加額 84,540,948 11,314

14,175,375 11,314

当期減少額 71,196,755 11,396
50,204,808 1,034

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 創業支援施設運営事業

２　事業（施設）概要
インキュベーション施設入居者への成長支援や産業振興に資する事業を強化し、効果的
な創業者の育成と都内産業の振興を図る。



（様式１－１）

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 601,125

1,080,074 0

13,931,671 38,775

25,307,131 601,125

25,079,162 601,125

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0
当期増加額 84,540,948 38,775

14,175,375 38,775

当期減少額 71,196,755 38,775
50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

非公表案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 創業活性化特別支援事業

２　事業（施設）概要
都内における創業機運を醸成し、創業を促進させるため、創業を行う者及び創業を支援
する者の双方に対して助成事業を実施する。



（様式１－１）

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 10,954

1,080,074 0

13,931,671 10,954

25,307,131 10,954

25,079,162 10,954

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0

当期増加額 84,540,948 10,954

14,175,375 10,954

当期減少額 71,196,755 10,954

50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託 ㈱Y-プロデュース 2,217,600

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 シニア創業促進事業

２　事業（施設）概要
シニア層が定年退職後の働き方の選択肢として起業を考えてもらうために、実際の起業に
向けた後押しを行うイベントを開催するとともに、シニア層における起業を促進していくため
のシニア向けビジネスプランコンテストを開催し、都内開業率の向上を目指す。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
「第１回東京シニアビジネスグラン
プリ」ファイナルイベント運営業務委
託

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件



（様式１－１）

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 48,127

1,080,074 0

13,931,671 46,937

25,307,131 48,127

25,079,162 48,127

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0

当期増加額 84,540,948 46,937

14,175,375 46,937

当期減少額 71,196,755 46,937

50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定 広告宣伝 ㈱日経BP社 409,200

件数 金額

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
デジタル（Web)広告サービスの利
用契約

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 事業化チャレンジ道場（ものづくりイノベーション企業創出道場）

２　事業（施設）概要
中小企業における新製品開発及び事業化に関する各種の支援事業に要する経費を補助
することにより、中小企業の高付加価値化及び自立化を推進し、もって、中小企業の振興
及び経営の安定に寄与することを目的とする。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 22,540

1,080,074 0

13,931,671 21,540

25,307,131 22,540

25,079,162 22,540

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 9,175

36,860,615 0
当期増加額 84,540,948 30,714

14,175,375 30,714

当期減少額 71,196,755 21,540
50,204,808 9,175

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託 ㈱ユー・エス・イー 9,330,200

特定契約 委託 ㈱ユー・エス・イー 3,752,804

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
「東京デザイナー情報」におけるシ
ステム更改業務の委託

2
東京デザインデータベースのシス
テム運用保守業務委託【令和３年
度準備契約】

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 デザイン経営支援事業

２　事業（施設）概要

都内中小企業において、稼ぐ力の強化に貢献し得る「デザイン経営」企業を生み育
てて行くため、「デザイン経営」を軸とした人材育成を実施するとともに、これに資
する情報提供や窓口相談に対応しながら、都内中小企業とデザイナー等とのマッチン
グによる協働を促進する。



（様式１－１）

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ㈱ユー・エス・イー 9,330,200

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ㈱ユー・エス・イー 3,752,804

　東京デザインデータベースは、マッチングにより中小企業とデザイナーの協働を促進する情報検索サービスとし
て、平成２７年度に株式会社ユー･エス･イーにてシステム構築を行ったものである。
　令和２年度においては、２東中事経第７６０号によりＷＥＢサイトデザインのユーザビリティやデザイナー検索機能
の向上等を目的としたシステム更改を同社において実施し、令和３年１月より本格的な利用を開始している。
　ユーザーアカウントやサービスの設定は既に完了しており、またシステム上で問題が発生した場合に早急な解決
が可能となるのは同社のみであることから、引き続き安定的な運用を図るため、運用保守業務委託について同社
を相手方として特命随意契約を締結する。

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

1
「東京デザイナー情報」におけるシ
ステム更改業務の委託

特命理由
　同社は、平成２７年度に実施したプロポーザル方式による事業者選定により、東京デザイナー情報データベース
の構築の受託事業者として選定された事業者である。
　当該年度以降、同システムの運用を開始してきたが、利用をしていく中でＷＥＢサイトデザインのユーザビリティ
やデザイナー検索機能の精度について、様々課題が挙がっており、従来のシステムを更改し、本サイトの更なる利
用促進及び利便性の向上を図る必要がある。
　同社以外の事業者がシステム更改に着手した場合、新たなプログラムの増設・追加等が発生することに加え、別
途移行の作業が必要になるなど、システムの安定性に影響を及ぼしかねない工程が新たに発生することとなるた
め、本業務委託に係る履行の確実性が確保できない。
　ついては、同社が開発したシステムの更改という当該業務の特殊性に鑑みて、既存システムと密接不可分の関
係にあり、同一システム開発者以外の者にプログラムの増設・追加等を履行させると、既存システムの運用に安定
性及び効率性の部分において著しく支障が生じるおそれがあり、性質又は目的が競争入札に適さないものと判断
されることから、公社財務規定第６８条の３第１項第４号イに基づき同社を特命先として契約する。

No. 契約件名

2 東京デザインデータベースのシステム運用保守業務委託【令和３年度準備契約】



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 3,428

1,080,074 0

13,931,671 3,428

25,307,131 3,428

25,079,162 3,428

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0
当期増加額 84,540,948 3,428

14,175,375 3,428

当期減少額 71,196,755 3,428
50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 広域産業交流・連携推進事業（九都県市共同産産マッチング事業）

２　事業（施設）概要
都域を超えた様々な業種の企業の産業交流を促進し、イノベーションの誘発と新事業の
創出を図るため、九都県市共同により、大企業や中小企業同士の連携による相互の技術
の高度化や取引促進を目的とした商談会等を実施する。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 18,890

1,080,074 0

13,931,671 18,890

25,307,131 18,890

25,079,162 18,890

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0

当期増加額 84,540,948 18,890

14,175,375 18,890

当期減少額 71,196,755 18,890

50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託 ㈱大和工芸 10,835,000

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 被災県等中小企業R&D連携支援事業

２　事業（施設）概要
都内及び被災県等の中小企業と東日本を中心とした大手企業開発試作部門等が連携・協
働を通じて実施する革新的なものづくりの取組を創出し、もって中小企業の競争力強化に
寄与するとともに東日本の産業の活性化につなげる。

収支
備考

団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

項目

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

令和２年度下請企業振興事業にお
ける展示会共同出展支援に伴う出
展ブース小間装飾等の委託（第２５
回機械要素技術展）に係る総合評
価委員会における審査結果及び契
約締結

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 54,023

1,080,074 0

13,931,671 51,598

25,307,131 54,023

25,079,162 54,023

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 73

36,860,615 282
当期増加額 84,540,948 51,671

14,175,375 51,671

当期減少額 71,196,755 51,598

50,204,808 355

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託
MS&ADインターリ
スク総研株式会社

10,780,000

競争契約 委託
MS&ADインターリ
スク総研株式会社

29,700,000

総合評価
方式

委託
株式会社新建新
聞社

4,103,000

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 東京都ＢＣＰ策定支援事業

２　事業（施設）概要 ＢＣＰの普及啓発を行うことで、都内中小企業へのＢＣＰの浸透を図る。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

令和２年度ＢＣＰ策定講座、ＢＣＰ策定個別
コンサルティング及びＢＣＰフォローアップセ
ミナーの追加実施に伴う業務委託（複数単
価契約）に係る契約締結

2

令和３年度BCP策定講座、BCP策定個別コ
ンサルティング、出張版BCP策定講座及び
BCPフォローアップセミナー業務委託（複数
単価契約）に係る契約締結

3
BCP策定推進フォーラム開催に係る企画調
整、運営等業務委託における総合評価委員
会審査結果及び契約締結

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件



（様式１－１）

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 164,357

1,080,074 0

13,931,671 17,634

25,307,131 164,357

25,079,162 164,357

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0

当期増加額 84,540,948 17,634

14,175,375 17,634

当期減少額 71,196,755 17,634

50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託 ㈱トーガシ 2,305,300

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 医療機器産業参入促進助成事業

２　事業（施設）概要
中小企業の医療機器産業への参入に向けて、医療機器製販企業等とのマッチング実施に
引き続く支援として医療機器産業参入促進助成を実施し、製品開発に繋げることで中小企
業のさらなる成長を推進する。

収支
備考

団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

項目

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

令和３年度医療機器産業参入支援
事業における展示会共同出展支援
（Medtec Japan 2021）実施に伴う出
展ブースの小間装飾業務の委託に
係る契約締結

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 20,636

1,080,074

13,931,671 18,621

25,307,131 20,636

25,079,162 20,636

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0
当期増加額 84,540,948 18,621

14,175,375 18,621

当期減少額 71,196,755 18,621
50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 生産性向上のための中核人材育成事業

２　事業（施設）概要
「東京都生産性革新スクール」を開設し中核的な人材を育成するとともに、スクール卒業生
による実地支援を行う「生産性革新インストラクター派遣制度」を展開し、生産性向上の取
り組みを支援する。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 256,024

1,080,074 0

13,931,671 29,849

25,307,131 256,024

25,079,162 256,024

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0
当期増加額 84,540,948 29,849

14,175,375 29,849

当期減少額 71,196,755 29,849
50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 革新的サービスの事業化支援事業

２　事業（施設）概要
サービスで稼ぐ中小企業を創出し、東京の産業の活性化を図るため、都内中小企業者等
が取り組む先進技術等を活用した革新的なサービスの事業化に要する経費の一部を助成
するとともに、事業化に向けた専門家派遣を行う。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 20,185

1,080,074 0

13,931,671 20,185

25,307,131 20,185

25,079,162 20,185

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0
当期増加額 84,540,948 11,219

14,175,375 11,219

当期減少額 71,196,755 11,219
50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 サービス産業におけるデータ利活用促進支援事業

２　事業（施設）概要
サービス産業の生産性向上を図るため、中小サービス事業者に対する顧客データ等利活
用の普及促進とともに、モデルケースとなる事業者向けの実行支援を行う。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 73,658

1,080,074 0

13,931,671 73,658

25,307,131 73,658

25,079,162 73,658

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0

当期増加額 84,540,948 56,451

14,175,375 56,451

当期減少額 71,196,755 56,451

50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託
キャリア・コンサル
タント協同組合

4,235,000

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 生産性向上のためのＩｏＴ、ＡＩ、ロボットの導入支援事業

２　事業（施設）概要
ＩｏＴ・ＡＩ・ロボットなどの先端技術を活用し生産性向上に取り組む中小企業を支援すること
で、東京の産業基盤強化を図る。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
生産性向上のためのIoT、AI導入
支援事業導入機器診断業務委託
の契約締結

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件



（様式１－１）

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 6,601

1,080,074 0

13,931,671 6,601

25,307,131 6,601

25,079,162 6,601

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0

当期増加額 84,540,948 6,601

14,175,375 6,601

当期減少額 71,196,755 6,601

50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 ５Ｇによる工場のスマート化モデル事業

２　事業（施設）概要
自社工場内にローカル５Ｇを導入し、生産方式の改善やビジネスモデルの革新等に
取り組む都内中小企業に対し、通信環境の整備や設備導入等のための費用の一部を助
成するとともに、スマート化による成果をモデル事業として広く発信する



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 6,068

1,080,074 0

13,931,671 6,068

25,307,131 6,068

25,079,162 6,068

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0

当期増加額 84,540,948 6,068

14,175,375 6,068

当期減少額 71,196,755 6,068

50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

総合評価 委託 ㈱創芸社 2,545,400

件数 金額

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
令和２年度SDGs経営ハンドブック
作成委託

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業ＳＤＧｓ経営推進事業

２　事業（施設）概要

ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）は、グローバル
な社会課題を解決し持続可能な世界を実現するための国際目標であり、ＳＤＧｓを経
営に取り入れることにより新たな事業機会の創出や企業イメージの向上につながる。
都内中小企業のＳＤＧｓ経営を推進するための施策を展開し、企業の中長期的な成
 長を促進し、企業価値や競争力の向上を図る。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 256,030

1,080,074 0

13,931,671 256,030

25,307,131 256,030

25,079,162 256,030

うち人件費 2,469,767 125,439

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0
当期増加額 84,540,948 247,523

14,175,375 247,523

当期減少額 71,196,755 246,827

50,204,808 695

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

プロポーザ
ル

委託
株式会社日本
M&Aセンター

120,000,000

特定契約 委託
株式会社日本
M&Aセンター

100,000,000

特定契約 委託
株式会社トレンド・
プロ

16,709,000

特定契約 委託
富士ゼロックス東
京株式会社

11,253,000

競争契約 委託
パール商事株式
会社

9,768,000

総合評価
方式

委託
株式会社グロービ
ス

6,490,000

特定契約 委託
株式会社シミズ・ビ
ルライフケア

3,960,000

競争契約 委託 株式会社キタジマ 3,698,640

特定契約 委託
株式会社大塚商
会

924,000

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 事業承継・再生支援事業

２　事業（施設）概要
相談体制の整備とともに、普及啓発や後継者育成を実施。また、地域の集積に影響を及ぼ
す企業等に対しては、確実な経営の再建、継続的・安定的な事業運営を促すための支援
を実施。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

中小企業Ｍ＆Ａ支援に係る調査及び企業
再編促進支援　事業実施に係る企画・運営
の業務委託（複数単価契約）に係るプロ
ポーザル審査結果及び契約締結

2
令和３年度企業再編促進支援実施
に係る企画・運営の業務委託

3
「事業承継のすゝめ」著作権利用料
に係る契約更新と増刷の契約締結

4
カラー複合機（総合支援課）の保守
に係る契約締結

5

令和２年度事業承継・再生支援事
業に係るＷＥＢサイトにおける記事・
動画作成及びリスティング広告の業
務委託の契約締結

6
令和２年度「アトツギ塾（仮）」実施
に係る企画調整業務委託

7
事業承継支援プラットフォーム整備
事業に係るWEB相談室の設置工
事に係る契約締結

8
令和３年度戦略的事業承継セミ
ナーチラシ等の印刷・配送

9
チャットボット質問応対システムの
利用に係る契約締結

非公表案件
〇個人情報を含む案件



（様式１－１）

〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社日本
M&Aセンター

100,000,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社トレンド・
プロ

16,709,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
富士ゼロックス東
京株式会社

11,253,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社シミズ・ビ
ルライフケア

3,960,000

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

2
令和３年度企業再編促進支援実施
に係る企画・運営の業務委託

特命理由

　株式会社日本Ｍ＆Ａセンター（以下、同社という。）とは、令和２年度補正予算に基づく企業再編促進支援事業実
施に係る企画・運営の業務委託契約を指名型企画提案方式による選定審査を経て、令和２年９月１８日に契約締
結、同年１０月より公募を開始した。
　公社は、選定審査において評価の高かった同社の人的支援体制（日本最大級のＭ＆Ａネットワーク）と支援の仕
組み（グループ会社である株式会社バトンズのＭ＆Ａプラットフォーム）を活用して都内中小企業者のＭ＆Ａマッチ
ング支援を始めたところである。公募開始以来、同社と連携した普及啓発の取組みにより、都内中小企業の本支援
に対する関心度も高まりつつある状況下で、令和３年度もＭ＆Ａマッチング支援を年度当初より継続的に実施して
いく必要がある。
具体的な支援は端緒についたばかりで、公社としてＭ＆Ａマッチング支援ノウハウを十分に得たとは言い難い状況
にある中、その支援体系を継続することで同社とノウハウを共有し、支援効果を検証していく必要があるため、令和
３年度は同社を特命先として契約を行う。
また、令和３年度の予算規模（100件支援）を鑑みて、人的支援体制と支援の仕組みを有する業界最大手の同社に
委託することが最も合理的と言える。

No. 契約件名

3
「事業承継のすゝめ」著作権利用料
に係る契約更新と増刷の契約締結

特命理由

本件の業務内容は、令和元年７月２９日付契約締結の「『事業承継ガイドブック　（仮称）』の作成委託」により製作し
たガイドブック「事業承継のすゝめ」に係る著作権利用の契約更新及び増刷である。
上記ガイドブックにおいて、株式会社講談社発行の雑誌「モーニング」に掲載の弘兼憲史の著作物「社長　島耕
作」「会長　島耕作」を利用しており、当該著作物の利用にあたっては、同ガイドブックの製作を受託した株式会社ト
レンド・プロを通じ、株式会社講談社と協議する必要がある。
そのため、株式会社トレンド・プロと特命随意契約を締結する。

No. 契約件名

4
カラー複合機（総合支援課）の保守
に係る契約締結

総合支援課では、ワンストップ総合相談で利用する相談室が７室（経営相談５室・法律相談２室）、来客用会議室が
１室設置されていた。令和２年４月に発出された緊急事態宣言以降の相談件数急増に伴い、来客用会議室1室を
臨時相談室として利用していたため、事業承継・再生支援事業に関する相談対応を行う会議室が不足しており、設
備面での整備が遅れていた。
上記より、令和２年９月15日から開始した機密性の非常に高い事業承継等に関するオンライン相談も、総合支援課
の来客用相談室１室と法律相談２室の空室時間を活用して臨時的に実施してきた。

令和３年１月８日に２度目の緊急事態宣言が発出されて以降、相談件数は増加している。また、令和３年２月３日に
決定した緊急事態宣言の期間延長を受けて、今後のオンライン相談の急増が見込まれており、事業承継等に関す
る
こうした中で、令和３年２月１日に、令和３年度の事業内容や人員・定数、組織編成が初めて発表され、新年度から
総合支援課として増設可能は執務スペースが確保されることとなったため、機材等を整備したオンライン対応が可
能な相談室を増設する必要がある。

新年度早々に、上記をスピーディかつ安全に実施するためには、現在の秋葉原庁舎における建物の内外装や電
気系統、備品等に熟知しており、本庁舎に最適な設計や防災上の対策等をふまえた施工工事を実施することが可
能な事業者を選定し、本業務を委託する必要がある。
　平成28～29年度年に実施した秋葉原庁舎の大規模改修工事を施工した事業者は、上記条件に合致しており、
同施工工事においても、期限通りに事故なく履行を完了していることから、本オンライン相談室の設置工事に関す
る業務については、株式会社シミズ・ビルライフケアを特命先として契約を行う。

本件のリース物件は富士ゼロックス製の複合機である。
保守については構造、機能、性能に精通した業者に一体的に請け負わせる必要があること、不具合等に対して早
急にかつ確実に対応ができる必要があることから、公社財務規程第６８条の３第４項のイに該当するため、製造元で
ある富士ゼロックス東京　株式会社に委託する。

No. 契約件名

7
事業承継支援プラットフォーム整備
事業に係るWEB相談室の設置工
事に係る契約締結

特命理由



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 5,168

1,080,074 0

13,931,671 5,168

25,307,131 5,168

25,079,162 5,168

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0
当期増加額 84,540,948 5,168

14,175,375 5,168

当期減少額 71,196,755 5,168
50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 倒産防止特別支援事業

２　事業（施設）概要
新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響等により倒産の恐れのある都内中小企業に
対して、事業再生特別相談窓口を設置し金融機関と連携して相談に対応するとともに、経
営改善計画策定等に向けた専門家を派遣して支援を実施。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件



（様式１－１）

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 112,416

1,080,074 0

13,931,671 112,416

25,307,131 112,416

25,079,162 112,416

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 -57

36,860,615 265
当期増加額 84,540,948 112,359

14,175,375 112,359

当期減少額 71,196,755 112,416
50,204,808 208

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託
トッパン・フォーム
ズ㈱

30,488,920

特定契約 委託 富士ゼロックス㈱ 6,825,720

特定契約 委託 ㈱Y-プロデュース 645,700

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 下請企業振興事業

２　事業（施設）概要
サービス産業の生産性向上を図るため、中小サービス事業者に対する顧客データ等利活
用の普及促進とともに、モデルケースとなる事業者向けの実行支援を行う。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

令和３年度公社広報誌「アーガス」
及び企業広告誌「ビジネスサポート
ＴＯＫＹＯ」の発行委託（複数単価
契約）に係る契約締結

2
カラー複合機等の保守に係る契約
締結（複数単価契約）

3
第25回機械要素技術展 出展企業
展示ポスター制作の委託に係る契
約締結

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 富士ゼロックス㈱ 6,825,720

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

2
カラー複合機等の保守に係る契約
締結（複数単価契約）

本件のリース物件は富士ゼロックス製の複合機である。
保守については構造、機能、性能に精通した業者に一体的に請け負わせる必要があること、不具合等に対して早
急にかつ確実に対応ができる必要があることから、公社財務規程第６８条の３第４項のイに該当するため、製造元
である富士ゼロックス株式会社に委託する。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024

経常収益 25,243,106

1,080,074

13,931,671

25,307,131

25,079,162

うち人件費 2,469,767

227,968

うち管理費 150,334

当期経常外増減額 0

748

748

0

-64,024

230,798

36,860,615
当期増加額 84,540,948

14,175,375

当期減少額 71,196,755
50,204,808

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 知財戦略導入支援事業

２　事業（施設）概要



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 184,730

1,080,074 0

13,931,671 184,730

25,307,131 184,730

25,079,162 184,730

うち人件費 2,469,767 71,592

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 207

36,860,615 1,849
当期増加額 84,540,948 184,937

14,175,375 184,937

当期減少額 71,196,755 184,730

50,204,808 2,056

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託
独立行政法人日
本貿易振興機構

27,522,132

総合評価
方式

委託 株式会社JTB 60,499,999

総合評価
方式

委託
三菱UFJリサーチ
＆コンサルティン
グ㈱

13,200,000

特定契約 委託
株式会社オール
フォーエスピー

1,745,920

特定契約 委託
Vietnam Chamber
of Commerce and
Industry

406,976

特定契約 委託
株式会社インフォ
キュービック・ジャ
パン

825,000

特定契約 委託 オーレン株式会社 360,000

特定契約 委託

INFO BUSINESS
AND
CONSULTANT
CO.,LTD.

377,111

特定契約 委託
株式会社ビジネス
ガイド社

660,000

特定契約 委託
SUPERPENGUIN
株式会社

267,300

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 海外展開総合支援事業

２　事業（施設）概要

世界に通じる可能性を秘めた商品力を持ちながら、海外への販売促進経験の不足等によ
り、海外展開を躊躇している中小企業に対して海外販路開拓支援を実施。都内中小企業
において、貿易実務に精通した人材の育成及び海外展開の中心的役割を担う人材を育
成する講習会を実施。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1 オンライン展示会出展業務委託

2
越境ＥＣプロモーション支援事業業
務委託

3
海外ワンストップ相談に係る欧米中
情報提供業務委託

4
国際事業課WEBサイトのCMS化対
応および本社WEBサイトへの移行
業務委託契約の締結

5
VCCIオンラインマッチング商談会
開催の委託

6
国際事業課ＷＥＢサイトの運用等
委託契約

7
METALEX Vietnamオンライン商談
会に係る通訳業務委託

8
「METALEX 2020」オンライン展示
会出展に係る通訳業務委託契約

9
）「ギフト・ショー 春 ２０２１」出展に
係る雑誌媒体への広告掲載業務
委託

10
国内展示会ギフトショー春2021に
係る追加ブース施工業務およびチ
ラシの作成、追加備品の手配

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
独立行政法人日
本貿易振興機構

27,522,132

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

1 オンライン展示会出展業務委託

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

新型コロナウイルス禍における海外展開支援として、オンライン展示会を活用した支援を実施するため、本業務の
委託を行う。

　本業務委託については、Alibaba社主催のAlibaba.comおよびVirtual Expo社主催のMedical Expoの両展示会へ
の出展に関する業務である。
Alibaba社については、現時点では各自治体・公的機関と個別に契約を行わず、日本貿易振興機構（以下、
JETROとする。）と契約を一本化する方針であるため、またVirtual Expo社については、主催者がフランスの企業で
あり、出展に関する調整や出展料の支払い等を鑑み、現地に拠点を有していない団体では契約が難しいため、本
件はJETROへ業務の代行をすることが適当である。

No. 契約件名

特命理由



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 30,998

1,080,074 0

13,931,671 30,998

25,307,131 30,998

25,079,162 30,998

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0

当期増加額 84,540,948 30,998

14,175,375 30,998

当期減少額 71,196,755 30,998

50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託 株式会社JTB 365,877

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 越境ECプロモーション支援事業

２　事業（施設）概要
Eコマース市場の成長率が高いASEAN・中国をターゲットに越境ECを活用した販路開拓支
援を実施し、都内中小企業の優れた商品のアジア展開を図る。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
越境ECプロモーション支援事業出
品商品直売会等の実施に係る契
約

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件



（様式１－１）

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 30,252

1,080,074 0

13,931,671 30,252

25,307,131 30,252

25,079,162 30,252

うち人件費 2,469,767 9,484

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0

当期増加額 84,540,948 30,252

14,175,375 30,252

当期減少額 71,196,755 30,252

50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 海外企業連携プロジェクト

２　事業（施設）概要
生産委託や技術提携等を望む都内中小企業に対し、海外企業とのマッチングや情報提供
等を行うことで都内中小企業の海外展開を支援し、地域経済の健全な発展に寄与すること
を目的とする。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件



（様式１－１）

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 4,635

1,080,074 0

13,931,671 4,635

25,307,131 4,635

25,079,162 4,635

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0
当期増加額 84,540,948 4,635

14,175,375 4,635

当期減少額 71,196,755 4,635

50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

プロポーザ
ル

委託
株式会社日経イベ
ント・プロ

3,210,459

総合評価
方式

委託
株式会社日広通
信社

3,685,704

競争契約 委託
株式会社エイチ
アールインスティ
テュート

2,719,640

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 海外拠点設置等戦略サポート事業

２　事業（施設）概要
都内中小企業が、現地企業とのアライアンスや海外拠点開設等、都内中小企業が事業計
画に基づいて海外展開を図るための、海外戦略の策定と現地検証を海外拠点戦略ナビ
ゲーターを配置してトータルで支援する。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
「海外戦略策定セミナー」に係る運
営等業務委託契約

2
海外戦略策定セミナー運営等業務
委託

3
海外戦略策定講座実施に係る講
座運営業務委託

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件



（様式１－１）

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 25

経常収益 25,243,106 161,684

1,080,074 0

13,931,671 24,157

25,307,131 161,659

25,079,162 161,659

うち人件費 2,469,767 3,153

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 25

230,798 -2,689

36,860,615 0
当期増加額 84,540,948 24,157

14,175,375 24,157

当期減少額 71,196,755 24,157
50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託 KDDI株式会社 698,500

特定契約 委託
Chandler MHM
Limited

263,436

特定契約 委託
アイレット株式会
社

1,277,760

特定契約 委託
株式会社セールス
フォース・ドットコム

1,092,960

特定契約 委託
株式会社政策基
礎研究所

2,085,600

特定契約 委託 KDDI株式会社 2,512,631

総合評価
方式

委託 PASIA株式会社 22,616,000

総合評価
方式

委託
B＆Company株式
会社

21,293,800

総合評価
方式

委託
ネットロックグルー
プホールディング
ス株式会社

39,902,500

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 ASEAN展開サポート事業

２　事業（施設）概要
タイ王国バンコクの拠点から、都内中小企業の経営相談等を行うほか、ビジネスマッチン
グや商談によって企業の海外展開のサポートを実施する。また、インドネシア、ベトナムの
サポートデスクにおいても、現地での企業活動の支援を行う。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
令和２年度　テレビ会議保守更新
契約

2
タイ事務所駐在員申請に係る労働
省への確認に係る業務委託

3
令和３年度 タイ事務所WEBサイト
に関するサーバーAWS使用契約
の更新

4
タイ事務所 顧客管理システムに係
る契約

5
タイ事務所WEBサイト保守業務委
託契約

6
令和２年度　新規TV会議システム機器
購入・設置（回線敷設工事含む）、接続
確認及び初年度年間保守契約

7
「Tokyo SME サポートデスク インド
ネシア」設置運営業務委託

8
「Tokyo SME サポートデスク ベトナ
ム」設置運営業務委託

9
「日タイ食ビジネス支援」運営業務
委託

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 KDDI株式会社 2,512,631

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

6

令和２年度　新規TV会議システム
機器購入・設置（回線敷設工事含
む）、接続確認及び初年度年間保
守契約

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

タイ事務所、国際事業課及び多摩支社の３拠点を繋ぐ既存のTV会議システムネットワークは、KDDI㈱のネット
ワークを使用しているため、新拠点においても、KDDIの専用回線ネットワークを使用するため。

No. 契約件名

特命理由



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 -731

経常収益 25,243,106 299,071

1,080,074 0

13,931,671 52,605

25,307,131 299,802

25,079,162 299,802

うち人件費 2,469,767 13,585

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 -731

230,798 0

36,860,615 0
当期増加額 84,540,948 63,928

14,175,375 52,605

当期減少額 71,196,755 63,928
50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託 ㈱サンケイ広伸社 497,200

特定契約 委託 ㈱大塚商会 1,155,000

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業技術活性化支援事業

２　事業（施設）概要
中小企業の技術開発力の向上を促進するとともに、新たな事業分野の開拓及び都市型産
業の育成を図る。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
製品開発着手支援助成事業広報
用動画の制作

2
令和３年度新製品・新技術開発助
成事業の電子申請システムの保守
業務委託

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件



（様式１－１）

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 512,920

1,080,074 0

13,931,671 43,478

25,307,131 512,920

25,079,162 512,920

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 -54

36,860,615 127

当期増加額 84,540,948 45,167

14,175,375 45,167

当期減少額 71,196,755 45,221

50,204,808 72

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託
コニカミノルタジャ
パン㈱

1,174,800

特定契約 委託 ㈱サンケイ広伸社 498,300

件数 金額
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

非公表案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
カラー複合機（助成課）に係る保守
契約（複数単価契約）

2
次世代イノベーション創出プロジェ
クト2020助成事業広報用動画の制
作

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 次世代イノベーション創出プロジェクト2020

２　事業（施設）概要

イノベーションマップに沿って行う中小企業者等の技術・製品開発及び実用化にかかる経
費の一部を助成することにより、次代の都内産業の礎となる技術の創出を目指して、大都
市・東京が抱える課題の解決に役立つとともに、国内外において成長が期待される産業分
野（大都市の課題を解決する産業）への参入を促進する。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 1,678

1,080,074 0

13,931,671 58

25,307,131 1,678

25,079,162 1,678

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0
当期増加額 84,540,948 58

14,175,375 58

当期減少額 71,196,755 58
50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

非公表案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 ものづくり企業グループ高度化支援事業

２　事業（施設）概要
成長分野への参入や海外展開を目指して、開発（技術力強化）・生産・販路開拓を行い、
基盤技術の高度化に共同で取り組む中小企業グループを支援することで、都内ものづくり
産業の基盤強化と集積の維持・発展を促進する。



（様式１－１）

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 76,652

1,080,074 0

13,931,671 20,683

25,307,131 76,652

25,079,162 76,652

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 87

36,860,615 0
当期増加額 84,540,948 20,770

14,175,375 20,770

当期減少額 71,196,755 20,683
50,204,808 87

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

非公表案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 地域の魅力を活かした新ビジネス創出事業

２　事業（施設）概要
東京の各地域の持つ強み、特色である地域資源を活用した中小企業者等による新製品・
新サービスの開発及び改良に要する経費の一部を助成することにより、都内中小企業者
等による地域経済の活性化を図る。



（様式１－１）

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 394,436

1,080,074 0

13,931,671 42,040

25,307,131 394,436

25,079,162 394,436

うち人件費 2,469,767 29,600

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0
当期増加額 84,540,948 42,040

14,175,375 42,040

当期減少額 71,196,755 42,040
50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

非公表案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 ネクスト・目指せ！中小企業経営力強化

２　事業（施設）概要

将来に向けて経営基盤の強化に取り組む都内の中小企業者や、経済動向の変化による
コスト高騰等の新たな課題に直面する都内の中小企業者に対し、販路拡大に要する経費
の一部を助成することにより、更なる経営安定化を図り、都内の中小企業の振興に資す
る。



（様式１－１）

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 11,073

1,080,074 0

13,931,671 11,073

25,307,131 11,073

25,079,162 11,073

うち人件費 2,469,767 10,782

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0
当期増加額 84,540,948 11,073

14,175,375 11,073

当期減少額 71,196,755 11,073
50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 緊急販路開拓助成事業

２　事業（施設）概要

　世界保健機関（WHO）が「国際緊急事態」を宣言するなど、新型コロナウイルスの感染拡
大が懸念されており、都内経済にも大きな影響が危惧される。特に経営基盤の弱い都内
中小企業は、先の消費税増税の影響も加え深刻な状況にある。こうした状況の中、都内中
小企業の着実な経営安定化に向け、販路開拓は極めて重要な課題である。
そこで、緊急対策支援として都内中小企業が国内外の展示会出展に関する助成する。



（様式１－１）

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 4,646,924

1,080,074 0

13,931,671 4,646,924

25,307,131 4,646,924

25,079,162 4,646,924

うち人件費 2,469,767 20,229

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0

当期増加額 84,540,948 4,646,924

14,175,375 4,646,924

当期減少額 71,196,755 4,646,924

50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 使用賃借
総合商社ベンキョ
ウドー㈱

667,040

特定契約 使用賃借
総合商社ベンキョ
ウドー㈱

1,496,000

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

令和２年度「新しい生活様式に対
応したビジネス展開支援事業」及び
「飲食事業者向けテラス営業支援
事業」に係る什器の借入

2

令和２年度「新しい生活様式に対
応したビジネス展開支援事業」及び
「新飲食事業者向けテラス営業支
援事業」に係る什器の借入

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

うち 都からの補助金等

経常費用

事業費

管理費

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 新しい生活様式に対応したビジネス展開支援事業

２　事業（施設）概要

都内の中小企業者が新型コロナウイルス感染拡大防止を図りながら経済活動を進められる
よう、非対面型サービスの導入による業態転換に係る費用の一部を助成することにより、新
たな生活様式の実践と「３密（密閉、密集、密接）」回避を前提としたビジネスモデルへの転
換を後押しすることおよび、業界別感染症対策ガイドライン等に基づいて実施する新型コロ
ナウイルス感染症対策に要する費用の一部を助成することにより、新型コロナウイルス感染
拡大防止を図りながら経済活動を活性化することを目的とする。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

経常外収益

経常外費用



（様式１－１）

特定契約 工事請負 英工電機㈱ 440,000

特定契約 委託 ㈱博報堂 126,467,550

特定契約 委託 ㈱博報堂 39,105,000

特定契約 委託
パーソルテンプス
タッフ㈱

12,815,710

特定契約 委託 （株）博報堂 485,100

特定契約 委託
パーソルテンプス
タッフ㈱

4,107,718

特定契約 委託
㈱ワンビシアーカ
イブズ

2,007,973

緊急契約 委託 ㈱博報堂 243,941,500

緊急契約 委託
パーソルテンプス
タッフ㈱

5,881,190

緊急契約 委託
パーソルテンプス
タッフ㈱

3,920,793

件数 金額

〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

13

非公表案件
〇個人情報を含む案件

9

令和２年度「新しい生活様式に対
応したビジネス展開支援事業」に係
る文書保管・機密抹消処理サービ
ス業務に関する委託

10
【「新しい生活様式に対応したビジ
ネス展開支援」に係る事務処理業
務等委託（複数単価契約）】

11

助成課における派遣社員の採用
（単価契約）
【非接触型サービス導入による業態
転換支援事業】

6
人材派遣契約の更新について（令
和２年12〜２月）

7

「新しい生活様式に対応したビジネ
ス展開支援」に係る事務処理業務
等の追加委託【３回目】（複数単価
契約）

8
人材派遣契約の更新について（令
和２年３月）

3

令和２年度「新しい生活様式に対
応したビジネス展開支援事業」及び
「飲食事業者向けテラス営業支援
事業」の事務室開設に係る電話機
増設工事

4
「新しい生活様式に対応したビジネ
ス展開支援」に係る事務処理業務
等の追加委託（複数単価契約）

5

「新しい生活様式に対応したビジネ
ス展開支援」に係る事務処理業務
等の追加委託【２回目】（複数単価
契約）

12

助成課における派遣社員の採用
（単価契約）
【新型コロナウイルス感染予防対策
ガイドライン等に基づく対策実行支
援事業】



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ㈱博報堂 126,467,550

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ㈱博報堂 39,105,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
パーソルテンプス
タッフ㈱

12,815,710

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
パーソルテンプス
タッフ㈱

4,107,718

特命理由
近年、公社の事業規模は年々拡大しており、これに伴い公社職員の業務量が増加している。そのため、公社事業
の補助要員として従前より本人材派遣会社より派遣職員の受け入れをしている。受入している派遣職員は既に業
務を習熟しており、教育コスト等勘案すれば入れ替えは不経済的であり、合理性に欠けるため本件特命契約を締
結する。

特命理由
近年、公社の事業規模は年々拡大しており、これに伴い公社職員の業務量が増加している。そのため、公社事業
の補助要員として従前より本人材派遣会社より派遣職員の受け入れをしている。受入している派遣職員は既に業
務を習熟しており、教育コスト等勘案すれば入れ替えは不経済的であり、合理性に欠けるため本件特命契約を締
結する。

No. 契約件名

8
人材派遣契約の更新について（令
和２年３月）

特命理由
　本契約は、令和2年６月10日付東中企総契第148号「『新しい生活様式に対応したビジネス展開支援』に係る事務
処理業務等の委託（複数単価契約）」及び令和2年9月1日付東中企総契第367号「『新しい生活様式に対応したビ
ジネス展開支援』に係る事務処理業務等の追加委託（複数単価契約）」の追加契約である。
　令和２年10月28日付で東京都が発表した「新型コロナウイルス感染症対策の実施期間の　延長について」を受
け、申請受付期間及び助成対象期間を再延長することとなったため、コールセンターの回線数の追加等、当初の
想定業務量を超過する見込みであるため、新たに契約を締結するものである。
　ついては、令和２年１１月１日から発生する追加業務に迅速かつ適切に対応し、円滑な事業　運営を継続実施す
るため、前契約と同様に上記会社に業務を委託する。

No. 契約件名

6
人材派遣契約の更新について（令
和２年12〜２月）

特命理由
　本契約は、令和2年６月10日付東中企総契第148号「『新しい生活様式に対応したビジネス展開支援』に係る事務
処理業務等の委託（複数単価契約）」の追加契約である。
前契約において、助成金の申請受付件数が想定を大幅に上回っていること、また、令和２年　８月27日付で東京都
が発表した「新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン等に基づく対策実行支援事業」の申請受付期間及び助
成対象期間の延長を受け、コールセンターの回線数の追加が必要となることから、当初の想定業務量を超過する
見込みであるため、新たに契約を　　締結するものである。
　ついては、令和２年９月１日から発生する追加業務に迅速かつ適切に対応し、円滑な事業　運営を継続実施する
ため、前契約と同様に上記会社に業務を委託する。

No. 契約件名

5

「新しい生活様式に対応したビジネ
ス展開支援」に係る事務処理業務
等の追加委託【２回目】（複数単価
契約）

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

4
「新しい生活様式に対応したビジネ
ス展開支援」に係る事務処理業務
等の追加委託（複数単価契約）



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 158,332

1,080,074 0

13,931,671 158,332

25,307,131 158,332

25,079,162 158,332

うち人件費 2,469,767 552

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 76,035

36,860,615 -

当期増加額 84,540,948 -

14,175,375 -

当期減少額 71,196,755 -

50,204,808 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

緊急 使用賃借
㈱レンタルバス
ターズ

2,554,200

緊急 使用賃借
㈱レンタルバス
ターズ

6,365,557

競争入札 委託
パーソルテンプス
タッフ㈱

3,393,225

特定契約 使用賃借
富国生命相互保
険会社

218,459,798

3
労働者派遣【助成課－中小企業等
における感染症対策助成事業－】
（単価契約）

4
秋葉原センタープレイスビル１５階
部分に係る賃貸借契約

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
令和２年度業務用ノートパソコンの
借入れ（２８台）に係る契約

2
新事務所開設に伴うレンタル什器
備品の調達、搬入、設置に係る契
約

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

うち 都からの補助金等

経常費用

事業費

管理費

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業等による感染症対策助成事業

２　事業（施設）概要

新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図りながら経済活動を進めていくため、新
しい生活スタイルの実践と３密回避を前提としたビジネスモデルへの転換を目的とし
て、業界団体の作成した感染拡大防止ガイドライン等に沿った都内中小企業等の備品
購入、内装・設備工事及び都内中小企業等３社以上のグループによる消耗品の共同購
入、会員に飲食店を含む中小企業団体等による指定された消耗品の共同購入等に係る
経費の一部を助成する。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

経常外収益

経常外費用
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特定契約 委託 （株）博報堂 249,529,500

特定契約 委託 ㈱セラク 10,118,279

特定契約 委託 ㈱博報堂 107,529,950

特定契約 委託
パーソルテンプス
タッフ㈱

15,126,237

特定契約 使用賃借 ㈱クラフティ 1,491,600

件数 金額

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

使用賃借
富国生命相互保
険会社

218,459,798

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

4
秋葉原センタープレイスビル１５階
部分に係る賃貸借契約

特命理由

7
「中小企業等による感染症対策助
成事業」に係る事務処理業務等の
追加委託（複数単価契約）の契約

8
人材派遣契約の更新について（令
和３年４～１０月）

【経緯】
本件は、中小企業等による感染症対策助成事業の実施に伴い、従事職員が大幅に増加することから、事務所とし
て秋葉原センタープレイスビル１５階部分の借用を行う。
なお、当該借用に伴い、新型コロナウイルス助成金関連２事業（「業態転換支援事業」及び「新しい生活様式に対
応したビジネス展開支援事業」）も令和２年度中に移転を予定。

【借用に伴う必要条件】
①令和３年１月中旬頃から借用できること。
　→現状、１５階部分が空室であり令和３年１月９日からの借用可能。
②１００名程度の人員が入居できること。
　→面積５５９．７８㎡。最大１２０名程度の入居が可能。
③秋葉原駅至近かつ、本社・大東ビル・神田和泉町ビルとのアクセスが良好であること。
　→本社・大東ビル・神田和泉町ビルから徒歩５分圏内にあり。
④管理会社による管理が実施されており、セキュリティ等が確保されていること。
　→三菱地所プロパティマネジメント㈱による管理であり、防犯カメラの設置等セキュリティ等確保済。

当該借用ビルは、上記の必要条件を満たすことから特命契約とする。

5
「中小企業等による感染症対策助
成事業」に係る事務処理業務等の
委託（複数単価契約）

9
令和３年度「中小企業等による感染
症対策助成事業」に係るノートパソ
コン調達

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

6
新事務所開設に伴う通信ネットワー
クの整備に係る契約
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契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 （株）博報堂 249,529,500

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ㈱セラク 10,118,279

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ㈱博報堂 107,529,950

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

　 本契約は、令和３年１月４日付東中企総契第659号「『中小企業等による感染症対策助成事業』に係る事務処理
業務等の委託（複数単価契約）」の追加契約である。
令和３年２月１９日付で東京都が発表した「中小企業等による感染症対策助成事業」の申請受付期間及び助成対
象期間延長を受け、コールセンターの回線数の追加が必要となることから、当初の想定業務量を超過する見込み
であるため、新たに契約を締結するものである。
ついては、令和３年３月１日から発生する追加業務に迅速かつ適切に対応し、円滑な事業　運営を継続実施するた
め、前契約と同様に上記会社に業務を委託する。

No. 契約件名

7
「中小企業等による感染症対策助
成事業」に係る事務処理業務等の
追加委託（複数単価契約）の契約

特命理由

　本事業は、令和２年６月に開始し、同年１２月２８日をもって申請受付を終了する「新型コロナウイルス感染予防対
策ガイドライン等に基づく対策実行支援」事業（新しい生活様式に対応したビジネス展開支援）をリニューアルし、
新しい生活スタイルの実践と３密回避を前提としたビジネスモデルへの転換に向け、業界団体の作成した感染拡大
防止ガイドライン等に沿って進める都内中小企業・グループ等の具体的な取組みを切れ目なく支援するものであ
る。
　　更なる感染防止対策支援が急務であり、令和３年１月４日から、本事業のコールセンターを開設し申請受付を開
始することで、継続的に支援を実施していく予定である。
　本事業の規模は計画件数4,600件と、上記「新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン等に基づく対策実行支
援」及び同じく「新しい生活様式に対応したビジネス展開支援」の一事業である「非接触型サービスの導入による業
態転換支援」の２事業合計計画件数（3,100件）を上回り、膨大な事務量が発生することは明白であり、円滑な業務
の実施体制を確保するためには一部業務を外部委託することが不可欠である。
　　また、外部委託の方法としては、同２事業の事務処理委託と同様に、「利用者からの問い合わせ対応」から「助
成金申請受付」までの一連の業務は情報管理の一元化を図るためにも不可分であり、審査プロセスの適正化を図
る観点から、「コールセンター業務」及び「事務処理業務」は包括的に委託する。
　上記の状況により、緊急で業務を実施するためには、
① 事務局設置予定の令和３年１月４日から業務を開始できる体制が整うこと
② 東京都の競争入札参加資格（営業種目：135事務支援、格付け：Ａ）の登録があること
③ 本業務に対し十分なノウハウを有し、官公庁の事業において同種同規模の業務の受注　実績があり、履行能力
が十分に認められる者であること
④ コールセンター業務と審査業務を一体的に都内で実施することが可能であること
　という要件を満たす業者でなければならないが、先行の「新しい生活様式に対応したビジネス展開支援事業」の
事務処理の契約相手方である株式会社博報堂でなければ、令和３年１月４日までの短期間で事業実施体制を整
備することは困難であることから、同社に業務を委託する。

No. 契約件名

6
新事務所開設に伴う通信ネットワー
クの整備に係る契約

特命理由

特命理由

　新型コロナウイルス感染症緊急対策の一環として、令和3年1月4日より「ガイドライン等に基づく対策実行支援事
業」を開始したところであるが、同事業に関する申請受付から交付決定、助成金の支給に至る一連の事業事務を実
施するため、新事務所を開設し、外部との通信が可能なネットワークを構築しなければならない。
本案件は、このネットワーク構築に関する業務委託であるが、新たなＩＰアドレス領域の新設、データ通信の安全性
を担保するためのＶＰＮ網構築は、公社の基幹ネットワークのシステムポリシーに沿って行われる必要があり、現在
ＤＨＣＰサーバー構築業務を請け負っている株式会社セラクでなければ、業務を履行することが不可能である。

No. 契約件名

No. 契約件名

5
「中小企業等による感染症対策助
成事業」に係る事務処理業務等の
委託（複数単価契約）
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委託
パーソルテンプス
タッフ㈱

15,126,237

　近年、公社の事業規模は年々拡大しており、これに伴い公社職員の業務量が増加している。そのため、公社事業
の補助要員として従前より本人材派遣会社より派遣職員の受け入れをしている。受入している派遣職員は既に業
務を習熟しており、教育コスト等勘案すれば入れ替えは不経済的であり、合理性に欠けるため本件特命契約を締
結する。

8
人材派遣契約の更新について（令
和３年４～１０月）

特命理由
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うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 47,744

1,080,074 0

13,931,671 47,744

25,307,131 47,744

25,079,162 47,744

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0
当期増加額 84,540,948 47,744

14,175,375 47,744

当期減少額 71,196,755 47,744
50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 新型コロナウイルス感染症緊急対策に係るソーシャルビジネス支援事業

２　事業（施設）概要

新型コロナウイルス感染症の拡大により顕在化した社会的な課題の解決に向け都内中小
企業者等が行う取組みに係る費用の一部を助成することにより、事業性を確保しながら新
たな社会的価値を創出しようとする都内中小企業者等の意欲的な取組を後押しすることを
目的とする。
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うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 110,024

1,080,074 0

13,931,671 8,272

25,307,131 110,024

25,079,162 110,024

うち人件費 2,469,767 1,433

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0

当期増加額 84,540,948 8,272

14,175,375 8,272

当期減少額 71,196,755 8,272

50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託 ㈱サンケイ広伸社 797,500

件数 金額
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

非公表案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

「令和2年度「若手・女性リーダー応
援プログラム助成事業」「商店街起
業・承継支援事業」に係る事業説
明等の動画制作

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 商店街起業・承継支援事業

２　事業（施設）概要
店舗の新装又は改装及び設備導入等に要する経費の一部を助成することにより、商店街
における開業者や事業後継者の育成及び開業等を支援し、都内商店街の活性化を図る。
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うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 206,823

1,080,074 0

13,931,671 46,114

25,307,131 206,823

25,079,162 206,823

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 277

36,860,615 0

当期増加額 84,540,948 46,391

14,175,375 46,391

当期減少額 71,196,755 46,114

50,204,808 277

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

プロポーザ
ル

委託 ㈱日広通信社 18,997,000

総合評価 委託 ㈱日広通信社 18,297,950

特定契約 委託 ㈱日刊工業新聞社 352,000

件数 金額

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
危機管理産業展２０２０出展業務委
託

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

2
危機管理産業展2021出展に係る
業務委託

3

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益

経常外費用

経常費用

事業費

管理費

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

先進的防災技術実用化支援事業
の周知に係る広告掲載業務

4

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 先進的防災技術実用化支援事業

２　事業（施設）概要
防災力の向上に資する優れた技術・製品等の実証試験や改良など、実用化に係る経費を
助成する他、改良後の普及促進も支援する。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計
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〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件
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うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 75,169

1,080,074 0

13,931,671 5,938

25,307,131 75,169

25,079,162 75,169

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0
当期増加額 84,540,948 5,938

14,175,375 5,938

当期減少額 71,196,755 5,938
50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

非公表案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 市場開拓助成事業

２　事業（施設）概要

都内中小企業者等が東京都等の中小企業支援又は一定の評価を受け開発、又は成長
産業分野に属する自ら商品化した製品等について、中小企業の販路開拓を促進するた
め、国内外の展示会等に出展等を行うための費用の一部を助成することにより、都内の中
小企業の振興に資する。



（様式１－１）

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 164,777

1,080,074 0

13,931,671 11,591

25,307,131 164,777

25,079,162 164,777

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0
当期増加額 84,540,948 11,591

14,175,375 11,591

当期減少額 71,196,755 11,591
50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業における危機管理対策促進事業

２　事業（施設）概要
中小企業における様々なリスクに対応するための設備・機器等の設置に要する経費を支
援する。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 6,054,081

1,080,074 0

13,931,671 63,138

25,307,131 6,054,081

25,079,162 6,054,081

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0

当期増加額 84,540,948 63,138

14,175,375 63,138

当期減少額 71,196,755 63,138

50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託
EY新日本有限責
任監査法人

39,143,500

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 革新的事業展開設備投資支援事業

２　事業（施設）概要

現状に満足することなく果敢に挑戦する中小企業者等が、更なる発展に向けた競争力の
強化、成長産業分野への参入、IoT・ロボット活用を目指す際に必要となる最新機械設備を
新たに導入するための経費の一部を助成する。これにより、都内中小企業の自ら稼ぐ力を
強化し、新たな事業展開の実現への導くとともに、都内産業が、２０２０年以降においても活
力ある持続的発展を維持することを目的とする。

収支
備考

団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

項目

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

「令和２年度革新的事業展開設備
投資支援事業　経理審査及び事業
計画審査に係る業務委託（単価契
約）」の契約締結について

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 575,074

1,080,074 0

13,931,671 24,780

25,307,131 575,074

25,079,162 575,074

うち人件費 2,469,767 3,460

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0
当期増加額 84,540,948 24,780

14,175,375 24,780

当期減少額 71,196,755 24,780

50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

緊急契約 委託
EY新日本有限責
任監査法人

6,402,000

緊急契約 委託
EY新日本有限責
任監査法人

10,670,000

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 新型コロナウイルス感染症緊急対策設備投資支援事業

２　事業（施設）概要
都内中小企業が感染症対策関連商品の製造等に必要となる最新機械設備を新たに購入
するための経費の一部を助成する。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

令和２年度（２０２０年度）新型コロナ
ウイルス感染症緊急対策設備投資
支援事業　経理審査及び事業計画
審査に係る業務委託（単価契約）に
係る契約締結【追加契約】

2

令和２年度（２０２０年度）新型コロナ
ウイルス感染症緊急対策設備投資
支援事業　経理審査及び事業計画
審査に係る業務委託（単価契約）に
係る契約締結【追加契約その２】

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 2,640,210

1,080,074 0

13,931,671 2,640,210

25,307,131 2,640,210

25,079,162 2,640,210

うち人件費 2,469,767 1,056

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0
当期増加額 84,540,948 2,630,790

14,175,375 2,630,790

当期減少額 71,196,755 2,630,790

50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約
使用料及び賃
借料

横河レンタ・リース
㈱

2,048,002

特定契約 委託
㈱パーソルテンプ
スタッフ

6,315,513

特定契約 委託
パーソルテンプス
タッフ㈱

5,923,363

特定契約 委託
パーソルテンプス
タッフ㈱

4,177,663

特定契約 委託 ㈱ＪＴＢ 161,908,394

特定契約 委託
住友電工情報シス
テム㈱

1,270,500

3 人材派遣契約（令和２年11〜１月）

4 人材派遣契約（令和３年２〜３月）

5

業態転換支援（新型コロナウイルス
感染症緊急対策）事業における事
務処理業務等の委託（複数単価契
約）

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
業態転換事業におけるノートパソコ
ンの借入

2 人材派遣契約（令和２年８〜10月）

6
業態転換支援事業におけるWeb型
エクセル業務効率化支援ツールの
利用に係る契約

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

うち 都からの補助金等

経常費用

事業費

管理費

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 飲食事業者の業態転換支援事業

２　事業（施設）概要
新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う都民の外出自粛要請等に伴い、大きく売り
上げが落ち込んでいる都内飲食事業者が、新たに宅配やテイクアウトサービス等を開
始する際の初期費用の一部を助成する。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

経常外収益

経常外費用



（様式１－１）

特定契約 委託
パーソルテンプス
タッフ㈱

32,330,870

競争入札 委託 ㈱JTB 106,495,125

総合評価 委託
パーソルテンプス
タッフ㈱

60,283,392

件数 金額

7 人材派遣契約（令和３年４～１０月）

8

業態転換支援（新型コロナウイルス
感染症緊急対策）事業における事
務処理業務等の委託（複数単価契
約）

9
労働者派遣【経営戦略課－業態転
換支援事業－】（単価契約）

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
㈱パーソルテンプ
スタッフ

6,315,513

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
パーソルテンプス
タッフ㈱

5,923,363

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
パーソルテンプス
タッフ㈱

4,177,663

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ㈱ＪＴＢ 161,908,394

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
パーソルテンプス
タッフ㈱

32,330,870

　業態転換支援事業においては、現在、事業執行のために必要なコールセンター業務及び事務処理業務を、指
名競争入札を経て株式会社JTBに委託しているが（契約期間：令和２年１０月１日から令和３年２月２８日まで）、今
般、申請受付期間（変更後：令和３年４月３０日）及び助成対象期間（変更後：令和３年６月３０日）が延長となったこ
とにともない、令和３年３月以降も引き続き同業務を委託することが必要となった。
　ここで、同社においては、当該業務の受託にあたってシステム構築を含む運用体制を整備済であり、令和３年３
月以降も継続してかつ遅滞なく履行が可能な状況にある。
一方、他社においては、引継ぎも含め体制整備に相当な期間を要し、申請受付及び完了検査等の事業運営に大
きく支障を来すことが懸念される中、実際に同社以外の数社に対して受託が可能であるか打診を行ったところ、対
応不可との回答があった。
　以上より、事業の確実な執行のため、安定的な業務履行が可能であるのは同社のみであり、同社を相手方として
特命随意契約を締結する。

No. 契約件名

7 人材派遣契約（令和３年４～１０月）

特命理由

5

業態転換支援（新型コロナウイルス
感染症緊急対策）事業における事
務処理業務等の委託（複数単価契
約）

特命理由

　近年、公社の事業規模は年々拡大しており、これに伴い公社職員の業務量が増加している。そのため、公社事
業の補助要員として従前より本人材派遣会社より派遣職員の受け入れをしている。受入している派遣職員は既に
業務を習熟しており、教育コスト等勘案すれば入れ替えは不経済的であり、合理性に欠けるため本件特命契約を
締結する。

No. 契約件名

4 人材派遣契約（令和３年２〜３月）

特命理由

特命理由

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

2 人材派遣契約（令和２年８〜10月）

特命理由

　近年、公社の事業規模は年々拡大しており、これに伴い公社職員の業務量が増加している。そのため、公社事
業の補助要員として従前より本人材派遣会社より派遣職員の受け入れをしている。受入している派遣職員は既に
業務を習熟しており、教育コスト等勘案すれば入れ替えは不経済的であり、合理性に欠けるため本件特命契約を
締結する。

No. 契約件名

　近年、公社の事業規模は年々拡大しており、これに伴い公社職員の業務量が増加している。そのため、公社事
業の補助要員として従前より本人材派遣会社より派遣職員の受け入れをしている。受入している派遣職員は既に
業務を習熟しており、教育コスト等勘案すれば入れ替えは不経済的であり、合理性に欠けるため本件特命契約を
締結する。

No. 契約件名

3 人材派遣契約（令和２年11〜１月）



（様式１－１）

　近年、公社の事業規模は年々拡大しており、これに伴い公社職員の業務量が増加している。そのため、公社事
業の補助要員として従前より本人材派遣会社より派遣職員の受け入れをしている。受入している派遣職員は既に
業務を習熟しており、教育コスト等勘案すれば入れ替えは不経済的であり、合理性に欠けるため本件特命契約を
締結する。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 15,824

1,080,074 0

13,931,671 15,824

25,307,131 15,824

25,079,162 15,824

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0
当期増加額 84,540,948 15,824

14,175,375 15,824

当期減少額 71,196,755 15,824
50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争入札 委託 ㈱コスモピア 9,135,830

件数 金額

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
「飲食事業者向けテラス営業支援」
事業に係る事務処理業務委託（複
数単価契約）

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 占用許可基準緩和によるテラス営業支援事業

２　事業（施設）概要
国や地方公共団体が実施する道路占用許可基準の緊急緩和措置等により、テラス営
業等に取り組む際に必要な仮設施設の調達に係る経費の一部を助成する。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 85,122

1,080,074 0

13,931,671 85,122

25,307,131 85,122

25,079,162 85,122

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0
当期増加額 84,540,948 85,122

14,175,375 85,122

当期減少額 71,196,755 85,122
50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 産業人材の確保・育成

２　事業（施設）概要

人材に関する様々な課題を抱える中小企業に対し、実務経験や専門知識を有する人材
ナビゲーターが課題解決に向けた現場支援を実施。また、工業系高校・産業高校の生徒
等が、ものづくり中小企業で就業を体験することにより、「ものづくり」や「中小企業」に関す
る理解促進を図る。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件



（様式１－１）

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 20,274

1,080,074 0

13,931,671 19,689

25,307,131 20,274

25,079,162 20,274

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0

当期増加額 84,540,948 19,689

14,175,375 19,689

当期減少額 71,196,755 19,689

50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託
NECネッツエスア
イ株式会社

344,960

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 経営人材育成による企業力強化支援事業

２　事業（施設）概要
経営戦略や組織マネジメントの面で経営者を支える経営人材の育成を支援し、東京都内
の中小企業の持続的成長を後押しすることで、東京の産業振興や発展に寄与する。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
経営人材育成による企業力強化支
援事業におけるZoomの導入に係る
契約締結

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件



（様式１－１）

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 34

経常収益 25,243,106 91,195

1,080,074 0

13,931,671 48,286

25,307,131 91,161

25,079,162 91,161

うち人件費 2,469,767 35,915

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 -1

748 0

748 1

0 0

-64,024 34

230,798 -885

36,860,615 12,460
当期増加額 84,540,948 47,401

14,175,375 47,401

当期減少額 71,196,755 48,286

50,204,808 11,575

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託 株式会社ナビック 9,680,000

競争契約 委託
株式会社日本環
境ビルテック

9,306,000

特定契約 委託
三菱重工冷熱株
式会社

2,074,600

特定契約 委託
三菱重工冷熱株
式会社

2,017,400

特定契約 委託 セコム株式会社 660,000

特定契約 委託
三菱電機ビルテク
ノサービス株式会
社

567,600

特定契約 委託 株式会社加登屋 494,400

特定契約 委託 ホーチキ株式会社 365,200

特定契約 委託
一般財団法人 関
東電気保安協会

301,785

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 企業福利厚生支援事業

２　事業（施設）概要
京浜島地区の中小企業に働く勤労者等に体育館や会議室の施設を提供。京浜島工業団
地協同組合連合会などと連携し、美術展やスポーツ大会など施設の特徴を活かした事業
を実施。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
令和３年度「京浜島勤労者厚生会
館」建物管理委託に係る契約締結

2
令和２年度京浜島勤労者厚生会館
建物管理委託

3
機械室給気ファン更新工事に関す
る契約締結

4
空調設備保守点検業務委託に関
する契約の締結

5
警備業務委託に関する契約の締
結

〇個人情報を含む案件

6
昇降機保守点検業務委託に関す
る契約の締結

7
複合機の保守点検委託の契約締
結

8
消防設備保守点検業務委託に関
する契約締結

9
自家用電気工作物保守点検業務
委託に関する契約の締結

非公表案件

〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 219,433

1,080,074 0

13,931,671 219,433

25,307,131 219,433

25,079,162 219,433

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 -62,528

36,860,615 391,475

当期増加額 84,540,948 156,905

14,175,375 156,905

当期減少額 71,196,755 219,433

50,204,808 328,947

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 委託 ㈱セラク 6,570,795

競争契約 委託
㈱サテライトオフィ
ス

10,296,000

特定契約 委託 富士通㈱ 481,800

特定契約 委託 富士通㈱ 712,250

特定契約 委託 富士通㈱ 869,000

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業支援システムの管理運営事業

２　事業（施設）概要
企業情報、受発注情報、施策情報等を発信し、中小企業の情報ニーズに対応し、経営基
盤の強化を支援することを目的とする。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

経常外収益

経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用

事業費

管理費

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
DHCP/DNSサーバシステムの導入
及び基幹スイッチシステムのリプ
レースに係る契約締結

2
グループウェアシステム（Ｇ　Ｓｕｉｔ
ｅ）の利用に係る業務委託の契約締
結について

3
ネットワーク機器の設定変更の委
託に係る契約締結

4 ファイルサーバーの容量追加

5
本社ネットワーク機器の設定変更
業務の委託に係る契約締結（３次）



（様式１－１）

特定契約 委託 富士通㈱ 941,600

特定契約 委託
㈱サテライトオフィ
ス

953,370

特定契約 委託
㈱サテライトオフィ
ス

1,072,500

特定契約 委託
ストーンビートセ
キュリティ㈱

1,320,000

特定契約 委託 富士通㈱ 1,909,600

特定契約 委託 ㈱ランドスケイプ 2,145,000

特定契約 委託 ㈱ランドスケイプ 4,290,000

特定契約 委託 富士通㈱ 5,170,000

特定契約 委託 富士通㈱ 9,949,500

特定契約 委託
㈱サテライトオフィ
ス

15,253,920

特定契約 委託 ㈱セラク 1,056,000

特定契約 委託 富士通㈱ 39,273,784

件数 金額

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ㈱ランドスケイプ 4,290,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 富士通㈱ 5,170,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

6
ヘルプデスク年度始対応業務の委
託

7
G Suite Basic・Active Vault・Active
Gateのライセンス追加に係る契約
締結

8
G Suite Basic・Active Vault・Active
Gateのライセンス追加に係る契約
締結

12
中小企業支援システムの構築に係
る外部企業データベースの利用に
係る契約締結について

13 ヘルプデスク業務の委託

14
令和２年度中小企業支援システム
の改修に係る契約締結

9
中小企業支援システムのセキュリ
ティ診断の業務委託に係る契約締
結

10
ヘルプデスク年度末対応業務の委
託に係る契約締結について

11
中小企業支援システムの構築にお
ける外部データベースの利用に係
る契約締結

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

15
グループウェアシステム（Google
Workspace）の利用に係る契約締
結

16
DHCP・DNSサーバシステム及び基
幹スイッチシステムの保守業務委
託に係る契約締結

17
中小企業支援システムの運用及び
保守業務委託に係る契約締結

13 ヘルプデスク業務の委託

特命理由

ヘルプデスク業務において使用するサーバやネットワーク等は、富士通株式会社が保有するデータセンターを利
用しているため、本業務を履行可能であるのは同社のみであり、同社を相手方として特命随意契約を締結する。

No. 契約件名

12
中小企業支援システムの構築に係
る外部企業データベースの利用に
係る契約締結について

特命理由

中小企業支援システムは、株式会社ランドスケイプが提供する企業データベースuSonarとの連携を前提に設計・構
築を行っており、システムの運用にあたって仕様を満たす機能は同社しか提供できないため、同社を相手方として
特命随意契約を締結する。

No. 契約件名



（様式１－１）

委託 富士通㈱ 9,949,500

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
㈱サテライトオフィ
ス

15,253,920

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 富士通㈱ 39,273,784

15
グループウェアシステム（Google
Workspace）の利用に係る契約締
結

特命理由

グループウェアシステムの利用について、現在、希望制指名競争入札を経て株式会社サテライトオフィスと契約を
締結している（プラン：G Suite Basic／契約期間：令和２年５月１日～令和３年４月３０日）。

今般、システム提供元のGoogle社より、ブランド名と料金体系の変更が発表され、次年度の想定ユーザー数（1,200
人）で現行の機能を使い続けるためには、上位プラン（Google Workspace Business Standard）での契約が必要とな
り、この場合１ライセンスあたりの利用金額は現行比３～４倍に引き上がることとなった。
※現行プランと同価格帯のプラン（Google Workspace Business Starter）も存在するが、利用可能ユーザー数の上
限が300人に設定されており、通常利用不可。

ここで、現行契約相手方である株式会社サテライトオフィスからは、経過措置として令和３年４月１日から１年間のみ
Google Workspace Business Starterをユーザー数の上限なく利用可との提案があり、時価に比して著しく有利な価
格で利用できることから、同社を相手方として特命随意契約を締結する。

No. 契約件名

14
令和２年度中小企業支援システム
の改修に係る契約締結

特命理由

中小企業支援システムは富士通株式会社にて設計・構築・運用・保守を行っている。ついては、当該システムの改
修は同社でしか対応できず、同社と特命随意契約を締結する。

No. 契約件名

17
中小企業支援システムの運用及び
保守業務委託に係る契約締結

特命理由

中小企業支援システムは、富士通株式会社への委託により平成30年度から設計及び構築を進め、令和元年度にリ
リースを行ったものであり、同システムの運用及び保守業務が受託可能であるのは、設計及び構築を行った同社に
限られる。
ついては、公社財務規程第６８条の３第１項第４号イの「性質又は目的が競争入札に適さないもの」に該当するた
め、同社を相手方として特命随意契約を締結する。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 132,931

1,080,074 0

13,931,671 129,472

25,307,131 132,931

25,079,162 132,931

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 -3,863

36,860,615 52,682

当期増加額 84,540,948 62,626

14,175,375 62,626

当期減少額 71,196,755 66,489

50,204,808 48,819

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託 GMOパペボ㈱ 1,100,000

特定契約 委託 セコム㈱ 348,480

特定契約 委託 ㈱trippice 1,760,000

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

東京都チャレンジショップ「創の実
吉祥寺／自由が丘」における新規
出店者募集記事の原稿作成及び
広告掲載業務の委託

2
東京都チャレンジショップ「創の実
吉祥寺」における警備の委託

3

東京都チャレンジショップ「創の実
吉祥寺」における販促記事広告の
原稿作成及び媒体掲載業務の委
託

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 若手・女性リーダー応援プログラム助成事業

２　事業（施設）概要

商店街で本格開業を目指す若手・女性の起業者向けに、商店街に開設するチャレンジ
ショップでの販売の機会を提供するほか、地方の繁盛店等での視察を実施し、開業時の知
識や経営ノウハウを学ぶ機会を提供する。また、女性又は若手男性が東京都内の商店街
で、店舗の新装又は改装及び設備導入等に要する経費の一部を助成する。
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競争入札 委託
㈱キョウエイアドイ
ンターナショナル

6,435,495

競争入札 委託
㈱ミームプランニン
グ

13,530,000

件数 金額

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

4

令和２年度東京都チャレンジショッ
プ「創の実　吉祥寺・自由が丘」の
沿線交通広告及び沿線フリーペー
パー記事掲載の委託

5

東京都チャレンジショップ「創の実
自由が丘・吉祥寺」の出店者支援
に関する業務委託（複数単価契
約）
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うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 139,573

1,080,074 0

13,931,671 139,545

25,307,131 139,573

25,079,162 139,573

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 -4,406

36,860,615 9,255

当期増加額 84,540,948 135,139

14,175,375 135,139

当期減少額 71,196,755 139,545

50,204,808 4,849

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託
(株)オープン・ザ・
フィールド

792,000

特定契約 委託 ㈱七彩 374,220

特定契約 委託 デザイナー20者
　総額12,100,000
　　　　（１件当たり６６万円）

3
令和２年度　商品開発プロジェクト
デザイナーとの委託

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

「東京手仕事」プロジェクト普及促
進テストマーケティングにおける催
事（京王百貨店新宿店）の商品販
売管理業務委託

2

令和元年度「東京手仕事」プロジェ
クト普及促進 　大丸東京店におけ
る販売コーナーリニューアルに係る
装飾施工業務委託

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

うち 都からの補助金等

経常費用

事業費

管理費

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 伝統工芸品の商品開発・普及促進支援事業

２　事業（施設）概要
伝統工芸品の技術を活用しながらも、デザイナーとの連携等によって、時代にあった商品
を活溌する取組の支援や、国内外の展示会への出展や各種プロモーション等による支援
を実施する。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

経常外収益

経常外費用
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特定契約 委託 ㈱第一通信社 7,999,200

特定契約 委託 吉忠マネキン㈱ 1,050,500

特定契約 使用賃借 ㈱マークス 1,075,519

特定契約 委託 ㈱エスツーエム 924,000

競争入札 委託 ㈱ライヴス 9,970,400

競争入札 委託 ㈱ボストン 9,170,700

競争入札 委託
(有)ザ・エブリデイ・
オフィス

8,360,000

総合評価 委託
㈱日本経済広告
社

17,820,000

競争入札 委託 ㈱ボストン 9,170,700

総合評価 委託 ㈱メディア・トラスト 6,814,500

総合評価 委託
㈱日本レクリエー
ションサービスセン
ター

9,353,300

総合評価 委託 ㈱ユーコム 9,240,000

件数 金額

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 ㈱第一通信社 7,999,200

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

4
「東京手仕事」プロジェクト普及促
進　東京手仕事展（西武渋谷店）に
おける催事運営業務委託

特命理由

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

12
令和２年度普及促進プロジェクト
催事に係るプロモーション企画及
び運営業務の委託に係る契約変更

13
「東京手仕事」プロジェクト普及促
進ブランドサイト更新運営等業務及
び動画制作業務委託

14
「東京手仕事」プロジェクト普及促
進における展示会出展ブース設営
及び運営業務の委託

百貨店における催事運営業務に関しては、百貨店が業者を指定するのが一般的である。
この度、「東京手仕事」プロジェクト普及促進事業の一環として、西武渋谷店にて、東京手仕事展を開催する。
株式会社そごう・西武店より、令和２年9月11日から11月23日まで開催予定である同催事の催事運営業務につい
て、株式会社第一通信社を指名する旨の通知があった。以上により、指定業者である株式会社第一通信社と契約
を行い、同社を本業務における特命先とする。

7

令和３年度「東京手仕事」プロジェ
クト普及促進ブランドサイトサーバ
運用・保守業務に係る契約の締結
について（準備契約）

8
「東京手仕事」普及促進におけるテ
ストマーケティング運営業務委託

15
「東京手仕事」プロジェクト普及促
進における展示会出展ブース設営
及び運営業務の委託

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

4
「東京手仕事」プロジェクト普及促
進　東京手仕事展（西武渋谷店）に
おける催事運営業務委託

5

令和２年度「東京手仕事」プロジェ
クト普及促進東京手仕事展（西武
渋谷店）における装飾・施工業務委
託

9
「東京手仕事」普及促進　催事に係
るプロモーション企画及び運営業
務委託

10
「東京手仕事」普及促進　商品カタ
ログ、パンフレットの制作及び印刷
業務委託

11
「東京手仕事」プロジェクト商品発
表会代替案に係る業務委託

6

令和２年度普及促進プロジェクト
「東京手仕事展」（マークスタイル
トーキョーGINZA SIX店）の展示・販
売会のスペース利用に係る契約
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うち本事業
当期経常増減額 -64,024 -3

経常収益 25,243,106 84,872

1,080,074 0

13,931,671 84,872

25,307,131 84,875

25,079,162 84,875

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 -3

230,798 0

36,860,615 0
当期増加額 84,540,948 84,872

14,175,375 84,872

当期減少額 71,196,755 84,872
50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 消耗品
丸紅情報システム
ズ（株）

1,012,246

特定契約 通信運搬
（株）ＮＩコンサル
ティング

1,386,000

特定契約 委託
（株）カオルデザイ
ン

1,302,400

件数 金額

3
令和３年度　新技術創出交流会
Webサイト作成及び保守業務の委
託について【準備契約】

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
三次元造形支援に係るモデル材
料等の購入

2
経営可視化システム「NI Collabo
360／Sales Force Assistant 顧客
深耕」の継続申込

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 イノベーション多摩支援事業

２　事業（施設）概要
多摩地域を中心とする中小企業の新分野参入や新事業創出を促進するため、大手企業、
大学、研究機関等のニーズを幅広く集め、試作品製作や共同開発に繋げるマッチングを
行うとともに、技術提案力向上支援や中小企業グループの事業化支援を実施。
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うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 11,163

1,080,074 0

13,931,671 11,163

25,307,131 11,163

25,079,162 11,163

うち人件費 2,469,767 8,399

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0
当期増加額 84,540,948 11,163

14,175,375 11,163

当期減少額 71,196,755 11,163
50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 多摩ものづくりコミュニティ組成支援事業

２　事業（施設）概要

既存取引の枠組みだけではなく、高い技術力を基に大手企業等へ製品・技術の提案
を希望し、新たなビジネス展開を目指す中小企業が存在する。こうした中小企業が持
つ技術の新たな展開・活用方法や技術価値を把握するとともに、高度な生産能力や分
業体制を満たすコミュニティづくりを支援することで大手企業等への提案環境を整備
する。また、中小企業がコミュニティを構築して行う技術・製品開発等をハンズオン、
資金面の両輪で支援する。さらに、積極的な技術提案を希望する中小企業等に対し、
大手企業等への提案機会を設けることでビジネスチャンスの拡大につなげる。
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うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 5,114

1,080,074 0

13,931,671 5,114

25,307,131 5,114

25,079,162 5,114

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0
当期増加額 84,540,948 5,114

14,175,375 5,114

当期減少額 71,196,755 5,114
50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 受動喫煙防止対策に係る専門家派遣事業

２　事業（施設）概要

中小企業者に対し、受動喫煙防止対策に係る経営上の諸課題に診断・助言を行うことの
できる専門家を派遣することにより、外国人旅行者の受入れ環境の整備を促進するととも
に、中小企業者の順調な発展と成長の促進を図り、もって都内経済の活性化に寄与す
る。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
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〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件
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うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 370,063

1,080,074 0

13,931,671 370,063

25,307,131 370,063

25,079,162 370,063

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 748

748 748

0 0

-64,024 0

230,798 -31,236

36,860,615 210,588

当期増加額 84,540,948 339,575

14,175,375 339,575

当期減少額 71,196,755 370,811

50,204,808 179,352

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

プロポーザ
ル

委託 ㈱日広通信社 12,098,350

総合評価 委託
㈱政策基礎研究
所

6,572,500

特定契約 委託 ㈱日立システムズ 32,010,000

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
令和２年度東京ビジネスフロンティ
ア展示会運営業務委託（ギフト・
ショー）

2
「ウェブ見本市」ウェブサイト再構
築・運用業務委託

3
「ビジネスチャンス・ナビ２０２０」OS
等バージョンアップ作業委託

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

管理費

経常外収益

経常外費用

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業世界発信プロジェクト

２　事業（施設）概要
2020年オリンピック・パラリンピックの開催を契機としたビジネスチャンスを、全国の中小企業
に広く行き渡らせるため、中小企業の優れた製品・サービス等を世界に向けて発信するプ
ロジェクトを実施する。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

事業費
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特定契約 委託 ㈱日立システムズ 25,388,0004
「ビジネスチャンス・ナビ２０２０」に
おけるアンケート収集及び機能改
修の委託



（様式１－１）

特定契約 委託
株式会社ビジネス
ガイド社

660,000

特定契約 委託
㈱政策基礎研究
所

1,914,000

特定契約 委託 ㈱日立システムズ 60,797,880

特定契約 委託
株式会社日立シス
テムズ

924,990

特定契約 委託 ソフトバンク㈱ 734,640

特定契約 委託
日本電気株式会
社

2,200,000

件数 金額

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ㈱日立システムズ 32,010,000

No. 契約件名

3

指名業者選定委員会の開催結果
及び契約締結【「ビジネスチャンス・
ナビ２０２０」OS等バージョンアップ
作業委託】

特命理由

　「ビジネスチャンス・ナビ２０２０」は、官民の調達情報を一元的に集約し、日本全国の中小企業に情報提供を行う
サイトで、同システムについては、平成２９年４月より組織委員会の電子入札専用サイトとなっており、また同年７月
からは同組織の契約管理システムと連携を開始している動的サイトである。
また同年８月からは都外郭団体等の電子入札システムとしても運用しているサイトとなっており今後の活用拡大に向
けて今年度も機能追加改修を計画している。平成２７年度に（株）日立システムズ社によって設計及び構築を行うと
ともに、これまで機能追加・保守・運用も（株）日立システムズ社が実施している。

　本サイトにかかるプログラムやページ遷移、ネットワーク、各ページ間での関連性など、本システムにかかるすべて
の機能及び構造を理解していないと障害が発生した場合の対応含め、本サイトの設計及び構築を行った業者でな
ければサーバーＯＳのバージョンアップ及び一部ソフトウェアの更新等作業及びテストを行うことはできない。

　このため、本サイトのサーバーＯＳのバージョンアップ作業及びテスト確認等の作業は（株）日立システムズ社と特
命随意契約を締結する。

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕

8
「ビジネスチャンス・ナビ２０２０」中
継サーバー撤去に係る機器撤去作
業委託及び電源撤去工事

9
「ビジネス情報ポータルサイト」にお
けるネットワーク回線の使用

10

東京都電子自治体共同運営電子
調達サービスにおける「ビジネス
チャンス・ナビ２０２０」との連携にか
かる運用・保守

5
東京ビジネスフロンティア「ギフト・
ショー春2021」バイヤーズガイド広
告掲載

6
「ウェブ見本市」ウェブサイトの保守
運用業務委託

7
「ビジネス情報ポータルサイト」のシ
ステム保守及び運営業務委託
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契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ㈱日立システムズ 25,388,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ㈱日立システムズ 60,797,880

※　記載事項を満たせば任意様式の使用可

特命理由
　「ビジネスチャンス・ナビ２０２０」は、官民の調達情報を一元的に集約し、日本全国の中小企業に情報提供を行う
サイトで、同システムについては、平成２９年４月より組織委員会の電子入札専用サイトとなっており、また同年７月
からは同組織の契約管理システムと連携を開始している動的サイトである。
また同年８月からは都外郭団体等の電子入札システムとしても運用しているサイトとなっており今後の活用拡大に向
けて今年度も機能追加改修を計画している。平成２７年度に（株）日立システムズ社によって設計及び構築を行うと
ともに、これまで機能追加・保守・運用も（株）日立システムズ社が実施している。

　本サイトにかかるプログラムやページ遷移、ネットワーク、各ページ間での関連性など、本システムにかかるすべて
の機能及び構造を理解していないと障害が発生した場合の対応含め、本サイトの設計及び構築を行った業者でな
ければ機能改修及びテストを行うことはできない。
また、テレマーケティングによるアンケート収集では、アンケート収集時にナビに関する質問をされることが想定さ
れ、的確に回答する為には、日頃よりユーザーに応対しているビジネスチャンスナビ運営事務局にて実施する必要
がある。

　このため、本サイトのアンケート収集と機能改修は（株）日立システムズ社と特命随意契約を締結する。

No. 契約件名

7

指名業者選定委員会の開催結果
及び契約締結【「ビジネス情報ポー
タルサイト」のシステム保守及び運
営業務委託】

特命理由
　「ビジネスチャンス・ナビ２０２０」は、官民の調達情報を一元的に集約し、日本全国の中小企業に情報提供を行う
サイトで、平成２７年度に（株）日立システムズ社によって設計及び構築を行うとともに、システム運用保守、運営・ヘ
ルプデスク業務は（株）日立システムズ社が実施している。

　本サイトにかかるプログラムやページ遷移、ネットワーク、各ページ間での関連性など、本システムにかかるすべて
の機能及び構造を理解していないとシステム運用・保守が成り立たなくなってきており、障害が発生した場合の対応
含め、本サイトの設計及び構築を行った業者でなければ本業務を実施できない。
また、平成３０年１１月よりセキュリティ強化としてWAF（Web Application Firewall）を導入した為、WAFサービスの検
査結果を常時監視し、過検知・誤検知と思われる遮断（ブロック）を検知した際の対応等、セキュリティ強化対策内
容及びインフラ環境及びシステムを熟知していないと業務が成り立たない。

　本サイトは、組織委員会、都外郭団体等の電子入札システム及び、民間企業向けのマッチングサイトとして機能し
ている。都外郭団体等の電子入札システム利用団体は令和２年１２月現在で２８団体になり、入札件数も年々増加
しており、今後も新型コロナ感染症対策の一環として、さらなる利用拡大が見込まれているところである。各団体の
契約・発注業務が円滑に行われるためには、ヘルプデスクの迅速かつ的確な対応が必須である。
また、システム停止や、操作等の問題が発生した場合、各団体及び企業様へ与える影響は多大である。

　運営・ヘルプデスク業務については平成２８年度から令和２年度まで競争入札により業者選定を行っているが、い
ずれの年度も希望票の提出は（株）日立システムズ社のみであり、一社入札となっている。
　当該業務については、ユーザー登録審査、利用者からの問い合わせ対応等が主な業務であるが、例えば本番環
境での記事やFAQ更新等においてはシステム運用保守と連携を行う必要がある。
今般、（株）日立システムズ社以外のコールセンターを持っている大手ベンダー２社へ見積依頼を行ったが、「他社
開発のシステムの為、仕様・運用内容・ドキュメント等を詳細確認することが困難であり受託不可能である。」と回答
があり、システム構築・運用保守を請け負っている業者でなければ運営・ヘルプデスク業務を履行することができな
いことが判明した。

　これらの理由により、同社以外では「ビジネスチャンス・ナビ２０２０」の運営・ヘルプデスク、運用・保守を履行不可
能であり、競争入札に適さないことから、財務規程第68条の３第１項第４号（イ）に基づき同社と特命契約を締結す
る。

No. 契約件名

4
（特）「ビジネスチャンス・ナビ２０２
０」におけるアンケート収集及び機
能改修の委託
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うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 24,099

1,080,074 0

13,931,671 24,099

25,307,131 24,099

25,079,162 24,099

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 0
当期増加額 84,540,948 24,099

14,175,375
24,099

当期減少額 71,196,755 24,099
50,204,808 0

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

非公表案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 全国受発注ネットワーク化事業

２　事業（施設）概要

東京と全国各地との商取引による結びつきを一層強化して双方の発展につなげるため、
各地域の産業や企業活動に精通したネットワーク・サポーターを各地域に配置し、各地の
受発注情報を共有することでマッチングの広域化を図り、全国各地の経済活性化をさらに
加速させて日本全体の成長を後押しする。
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〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件
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うち本事業
当期経常増減額 -64,024 783

経常収益 25,243,106 2,325,124

1,080,074 0

13,931,671 2,325,117

25,307,131 2,324,341

25,079,162 2,096,373

うち人件費 2,469,767 1,651,270

227,968 227,968

うち管理費 150,334 150,334

当期経常外増減額 0 0

748 1

748 1

0 0

-64,024 783

230,798 -1,254

36,860,615 162,961
当期増加額 84,540,948 2,323,863

14,175,375 2,323,863

当期減少額 71,196,755 2,325,117

50,204,808 161,707

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託 富士通㈱ 1,491,270

特定契約 委託 富士ゼロックス㈱ 387,200

特定契約 委託
㈱アクシアエー
ジェンシー

553,300

特定契約 委託 ㈱サクセス 656,040

特定契約 委託
㈱マネーフォワー
ド

1,294,700

特定契約 委託
㈱マネーフォワー
ド

2,376,000

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 公社管理運営事業

２　事業（施設）概要
公益財団法人東京都中小企業振興公社の執行体制の強化を図り、各事業の円滑な執行
を図るため管理運営を行う。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

経常外収益

経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用

事業費

管理費

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

3
固有職員採用の公募及び求人広
告作成・掲載の委託（転職者対象）
に係る契約締結

4
令和２年度パワフル会計「公益」に
係る保守業務の委託に係る契約締
結

5
クラウド給与計算システム「マネー
フォワードクラウド給与」の利用

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
東京都立産業貿易センター浜松町
館５階国際展開支援拠点開設に係
るネットワークの構築について

2
セキュリティ強化のためのプリンタ
へのICカードリーダー導入に係る
契約締結

6
クラウド給与計算システム「マネー
フォワードクラウド給与」の利用（単
価契約）に係る契約締結
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特定契約 委託
ヒューマンリソシア
㈱

59,624,544

特定契約 委託
ヒューマンリソシア
㈱

63,179,109

特定契約 委託
ヒューマンリソシア
㈱

62,939,337

特定契約 委託
ヒューマンリソシア
㈱

111,906,700

競争契約 委託
（医）こころとからだ
の元氣プラザ

16,475,200

特定契約 委託
伊藤忠テクノソ
リューションズ㈱

346,500

特定契約 委託 トヨクモ㈱ 348,612

特定契約 委託
伊藤忠テクノソ
リューションズ㈱

376,200

特定契約 委託 ㈱サクセス 419,100

特定契約 委託 ㈱シー・アイ・シー 420,420

特定契約 委託
（株）日刊工業新
聞社

435,600

特定契約 委託 富士通㈱ 643,500

特定契約 委託 富士通㈱ 643,500

特定契約 委託
伊藤忠テクノソ
リューションズ㈱

685,080

特定契約 委託
伊藤忠テクノソ
リューションズ㈱

692,010

特定契約 委託 インフォコム㈱ 762,300

特定契約 委託 富士通㈱ 858,000

特定契約 委託
伊藤忠テクノソ
リューションズ㈱

890,010

特定契約 委託 富士通㈱ 1,072,500

特定契約 委託 富士通㈱ 1,129,700

特定契約 委託 ㈱ヴァル研究所 1,240,800

特定契約 工事
東京ビジネスサー
ビス（株）

1,804,000

特定契約 委託 富士通㈱ 3,353,460

特定契約 委託
三菱地所プロパ
ティマネジメント㈱

4,593,600

特定契約 委託
伊藤忠テクノソ
リューションズ㈱

4,943,400

特定契約 委託
（株）ワンビシアー
カイブズ

11,883,080

特定契約 委託 富士通㈱ 15,048,000

緊急契約 委託
パーソル テンプス
タッフ㈱

3,059,545

緊急契約 物品 ㈱JECC 4,265,712

競争契約 委託 ㈱ファインデックス 16,758,500

9
人材派遣契約の締結について（令
和３年１〜３月）

10
人材派遣契約の締結について（令
和２年４月〜９月）

11
令和２年度健康診断の実施（複数
単価契約）の契約締結について

7
人材派遣契約の締結について（令
和２年７月〜９月）

8
人材派遣契約の締結について（令
和２年10〜12月）

15
固定資産管理ソフトのバージョン
アップ

16
新型コロナウイルス感染症拡大防
止のための消毒業務委託に係る契
約締結

17
新聞のクリッピングサービスの利用
に係る契約締結

12
社内PCへの遠隔接続サービスの
利用

13
安否確認サービスの利用に係る契
約締結について

14
社内PCへの遠隔接続サービスの
利用に係る契約締結

21
在宅勤務に係るセキュリティサービ
スの調達

22
タブレット端末導入におけるセキュ
リティサービスの利用に係る契約締
結

23
セキュリティソフトの追加購入に係
る契約締結

18
セキュリティソフトの追加購入（２次
導入）に係る契約締結

19
セキュリティソフトの追加購入（３次
購入）に係る契約締結

20
在宅勤務に係るセキュリティサービ
スの調達に係る契約締結

27
駅すぱあと旅費交通費精算Webの
利用（単価契約）

28
新事務所開設に伴う電源工事に係
る契約締結

29
シンクライアントライセンスの追加購
入に係る契約締結

24
在宅勤務に係るセキュリティサービ
スの調達

25
セキュリティソフトの追加購入に係
る契約締結

26 IT資産管理ソフトのライセンス利用

33
中小企業支援システムの改修（２
次）に係る契約締結

34
経営戦略課業務に係る派遣社員
の採用について

35 PC端末等の借入（端末環境整備）

30
秋葉原センタープレイスビル１５階
専有部清掃業務に係る契約締結

31 端末セキュリティツールの利用

32
令和３年度文書保管・機密抹消処
理サービスに関する業務委託の実
施について

36

文書管理システムの構築・運用委
託（複数単価契約）に係る総合評
価委員会における審査結果及び
契約締結
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競争契約 物品 ㈱芳明堂 18,381,000

件数 金額

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
ヒューマンリソシア
㈱

59,624,544

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
ヒューマンリソシア
㈱

63,179,109

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
ヒューマンリソシア
㈱

62,939,337

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
ヒューマンリソシア
㈱

111,906,700

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 富士通㈱ 3,353,460

〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

7
人材派遣契約の締結について（令
和２年７月〜９月）

37
東京都立産業貿易センター浜松町
館５階における什器備品購入に係
る契約締結

非公表案件
〇個人情報を含む案件

特命理由

近年、公社の事業規模は年々拡大しており、これに伴い公社職員の業務量が増加している。そのため、公社事業
の補助要員として従前より本人材派遣会社より派遣職員の受け入れをしている。受入している派遣職員は既に業
務を習熟しており、教育コスト等勘案すれば入れ替えは不経済的であり、合理性に欠けるため本件特命契約を締
結する。

No. 契約件名

9
人材派遣契約の締結について（令
和３年１〜３月）

特命理由

近年、公社の事業規模は年々拡大しており、これに伴い公社職員の業務量が増加している。そのため、公社事業
の補助要員として従前より本人材派遣会社より派遣職員の受け入れをしている。受入している派遣職員は既に業
務を習熟しており、教育コスト等勘案すれば入れ替えは不経済的であり、合理性に欠けるため本件特命契約を締
結する。

No. 契約件名

8
人材派遣契約の締結について（令
和２年10〜12月）

特命理由

近年、公社の事業規模は年々拡大しており、これに伴い公社職員の業務量が増加している。そのため、公社事業
の補助要員として従前より本人材派遣会社より派遣職員の受け入れをしている。受入している派遣職員は既に業
務を習熟しており、教育コスト等勘案すれば入れ替えは不経済的であり、合理性に欠けるため本件特命契約を締
結する。

No. 契約件名

29
シンクライアントライセンスの追加購
入に係る契約締結

特命理由

近年、公社の事業規模は年々拡大しており、これに伴い公社職員の業務量が増加している。そのため、公社事業
の補助要員として従前より本人材派遣会社より派遣職員の受け入れをしている。受入している派遣職員は既に業
務を習熟しており、教育コスト等勘案すれば入れ替えは不経済的であり、合理性に欠けるため本件特命契約を締
結する。

No. 契約件名

10
人材派遣契約の締結について（令
和２年４月〜９月）

特命理由

公社のシンクライアントシステムは、平成27年に富士通株式会社によって設計及び構築されたものである。
ついては、本件シンクライアントライセンスの追加導入にあたって必要なデータセンタへの接続及び端末の運用保
守は同社のみ対応可能であり、同社と特命にて契約を締結する。
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契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
三菱地所プロパ
ティマネジメント㈱

4,593,600

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
伊藤忠テクノソ
リューションズ㈱

4,943,400

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
（株）ワンビシアー
カイブズ

11,883,080

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 富士通㈱ 15,048,000

特命理由

当該ビル専有部分の定期清掃については、別紙１により賃借人である富国生命保険相互会社から契約業者が指
定されていることから同社と特命契約とする。

No. 契約件名

31 端末セキュリティツールの利用

No. 契約件名

30
秋葉原センタープレイスビル１５階
専有部清掃業務に係る契約締結

特命理由

本契約においては、文書の保管および機密抹消処理業務を受託する事業者が以下の条件を全て満たす必要が
ある。

第一に、情報システムまたは仕様書にて定められた実施場所による管理において、情報セキュリティ面の確実性が
担保されていること。具体的には、プライバシーマーク及びISO/IEC27001認証（ISMS）並びにISO/IEC22301認証
を取得していることを要件とする。

第二に、安全な場所に保管倉庫が立地していること。特に、平成２３年３月１１日の東日本大震災の対応を教訓と
し、文書の管理体制が重要視されている中、震度６弱以上の地震により庁舎が被害を受ける可能性がある震災等
が発生しても被害を受けない安全な場所に保管倉庫が立地していることは、非常に重要な要因となる。この点にお
いて、乙が保有し、業務を行う保管施設は、委託元所在地より６０ｋｍ以上離れており、内閣府の定める「南海トラフ
地震防災対策推進地域」および「地震防災対策強化地域」外に設置されている。また保管施設の所在する市区町
村が発行するハザードマップにおいて５０ｃｍ以上の浸水が予想されず、土砂災害、水害、火山被害、内水氾濫、
津波、液状化、火災、木造家屋密集地域ではなく、立地条件において安全性が担保されているためである。

第三に、保管倉庫の管理体制が整備されていること。具体的には公社が要求する文書量に対応でき、防災上及び
防犯上の非常対策として、公的機関との緊急連絡体制（ホットライン）があることや非常時における保管及び配送体
制が確実に整備され、集配送は自社専用車両を使用すること。

加えて、現在実施している新型コロナウイルス感染症対策事業等を含む業務につき、令和3年度4月以降も断続的
に業務が発生することから、現時点で保管されている文書および同年度内に新たに発生しうる約3,000箱の預入文
書を常時円滑に取り寄せられる状況にあること。なお、同事業は同年度内10月末日までの実施を予定しているが、
その後も問い合わせ対応や各種報告業務が生じるため、少なくとも年度内は上記の状態にあること。

上記契約相手方を除き、各要件を満たす事業者がいないことを考慮し、同社を指名する。

No. 契約件名

33
中小企業支援システムの改修（２
次）に係る契約締結

特命理由

社外から安全にグループウェアやファイルサーバ等へ遠隔接続するための手法として、導入を行うもの。

セキュリティの検証やネットワーク環境への適合性を調査実施した上で、スイッチの設定および端末証明書の発行
が既に完了している。もし代理店を変更した場合は、社内システムや機器、及び端末毎の設定変更等が発生す
る。
本システムは、端末証明書アプリケーションと連携して動作するものである（専用の端末証明書を発行するアプリ
ケーションを使って端末証明書を発行し認証したうえで、当該システムをその端末上で動作させる仕様）。２東中企
企第１号において、既に同社と端末証明書発行アプリケーションを契約し導入済である。
上記の理由より、本サービスについて伊藤忠テクノソリューションズ株式会社を相手方として特命随意契約を締結
する。

No. 契約件名

32
令和３年度文書保管・機密抹消処
理サービスに関する業務委託の実
施について

特命理由

本システムは設計・構築・運用・保守を富士通株式会社が行っており、改修は同社にしかできないため
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うち本事業
当期経常増減額 -64,024

経常収益 25,243,106 5,101

1,080,074 5,101

13,931,671 0

25,307,131 5,101

25,079,162 5,101

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 -
当期増加額 84,540,948 -

14,175,375 -

当期減少額 71,196,755 -
50,204,808 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 研究開発型創業支援施設の運営事業

２　事業（施設）概要
研究開発や試作用作業場の提供を目的とした創業支援施設として、白髭西R＆Dセンター
の維持管理を実施する。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
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〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件
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うち本事業
当期経常増減額 -64,024

経常収益 25,243,106

1,080,074 24,711

13,931,671 0

25,307,131 24,711

25,079,162 24,711

うち人件費 2,469,767 18,086

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 -
当期増加額 84,540,948 -

14,175,375 -

当期減少額 71,196,755 -
50,204,808 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業高度化事業診断及び事後指導

２　事業（施設）概要
中小企業が共同して経営基盤の強化を図るため、高度化事業の適用を受け集団化・共同
化・協業化など政策性の高い事業を行う場合に、当該組合等に対する診断・助言・指導を
行う。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
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〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件
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うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 51,118

1,080,074 51,118

13,931,671 0

25,307,131 51,118

25,079,162 51,118

うち人件費 2,469,767 14,368

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 -
当期増加額 84,540,948 -

14,175,375 -

当期減少額 71,196,755 -
50,204,808 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 医療機器産業参入支援事業

２　事業（施設）概要

成長産業分野である医療機器産業への参入を支援するため、医工連携セミナー等を通じ
て参入意欲があり、かつ高度なものづくり等技術を持つ中小企業を発掘する。
本事業へ参加登録した中小企業の技術をコーディネータが調査し、シーズとして整理する
と共に、東京都医工連携HUB機構と連携して医療機器製販企業等とのマッチングに向け
た支援を行う。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
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うち本事業
当期経常増減額 -64,024

経常収益 25,243,106 13,700

1,080,074 0

13,931,671 13,700

25,307,131 13,700

25,079,162 13,700

うち人件費 2,469,767 9,580

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 -
当期増加額 84,540,948 -

14,175,375 -

当期減少額 71,196,755 -
50,204,808 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 経営革新計画申請支援事業

２　事業（施設）概要
中小企業新事業活動促進法に基づく経営革新計画に関して、都内中小企業に対して計
画策定のアドバイスを行い、東京都の経営革新計画審査会に上程する。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
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〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件
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うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 361,391

1,080,074 361,391

13,931,671 0

25,307,131 361,391

25,079,162 361,391

うち人件費 2,469,767 217,369

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 -

当期増加額 84,540,948 -

14,175,375 -

当期減少額 71,196,755 -

50,204,808 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 印刷 光写真印刷㈱ 520,300

特定契約 委託
（株）オールフォー
エスピー

2,083,620

特定契約 委託 北京林達劉 800,000

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
知的財産マニュアル（著作権マニュ
アル（第15版）及び技術契約マニュ
アル（第6版））の作成

2
東京都知的財産総合センターWEB
サイトのCMS化対応に係る業務委
託

3
令和３年度海外知財支援ネットワー
ク構築に係る業務委託（中国）

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 知的財産総合センター事業

２　事業（施設）概要
都内中小企業による知的財産の創造や、保有する知的財産の保護及び活用の促進を通
じ、中小企業の競争力の向上等を図るため、知的財産に係る総合的・専門的な相談及び
情報提供事業等を実施する東京都知的財産総合センターを運営する。



（様式１－１）

特定契約 委託 S&I 800,000

特定契約 委託 Lee international 800,000

特定契約 委託
yoshida&Associate
s

1,742,400

特定契約 委託 北京林達劉 800,000

特定契約 委託
オリックス・ファシリ
ティーズ㈱

1,744,512

プロポーザル 委託 ㈱日刊工業新聞社 8,126,168

件数 金額

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

6
令和３年度海外知財支援ネットワー
ク構築に係る業務委託（アメリカ）

7
令和３年度海外知財支援ネットワー
ク構築に係る業務委託（中国）

8 清掃業務委託

9
令和２年度東京都中小企業知的財
産シンポジウムの実施に伴う運営
等業務委託

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

4
令和３年度海外知財支援ネットワー
ク構築に係る業務委託（タイ）

5
令和３年度海外知財支援ネットワー
ク構築に係る業務委託（韓国）



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 7,942

1,080,074 7,942

13,931,671 0

25,307,131 7,942

25,079,162 7,942

うち人件費 2,469,767 6,582

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615
当期増加額 84,540,948

14,175,375

当期減少額 71,196,755
50,204,808

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 輸出手形買取損失てん補事業

２　事業（施設）概要
不渡となった荷為替手形のてん補を受けた金融機関からの回収金の受入、その他終了認
定等附帯事務を行う。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件



（様式１－１）

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024

経常収益 25,243,106 19,787

1,080,074 19,787

13,931,671 0

25,307,131 19,787

25,079,162 19,787

うち人件費 2,469,767 6,227

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 -
当期増加額 84,540,948 -

14,175,375 -

当期減少額 71,196,755 -
50,204,808 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争入札 委託 （株）ジック 7,689,000

総合評価 委託 アデコ（株） 3,701,830

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 人手不足対策プロジェクト

２　事業（施設）概要
専門家が企業を訪問し、企業の人手不足に関する課題をヒアリングしたうえで、診断シート
を活用して公社及び各支援機関が実施している多数の支援メニューの中から各企業の課
題に沿った支援メニューを提案する。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
令和3年度人手不足対策プロジェ
クト事業に係るアンケート調査の実
施に係る契約

2

令和3年度人手不足対策プロジェ
クト診断ツール作成の業務委託」に
係る総合評価委員会審査結果及
び契約締結

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件



（様式１－１）

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024

経常収益 25,243,106 3,669

1,080,074 3,669

13,931,671 0

25,307,131 3,669

25,079,162 3,669

うち人件費 2,469,767 343

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 -
当期増加額 84,540,948 -

14,175,375 -

当期減少額 71,196,755 -
50,204,808 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 働く人の心の健康づくり講座

２　事業（施設）概要
従業員や管理監督者向けのメンタルヘルスに関する基礎講座の実施や自社におけるメン
タルヘルス対策を推進するための推進リーダー養成講座を開催。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件



（様式１－１）

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024

経常収益 25,243,106 26,433

1,080,074 26,433

13,931,671 0

25,307,131 26,433

25,079,162 26,433

うち人件費 2,469,767 1,416

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 -
当期増加額 84,540,948 -

14,175,375 -

当期減少額 71,196,755 -
50,204,808 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 若手商人育成事業

２　事業（施設）概要

商店街の次代を担う若手商人を対象に、専門家による現地支援、経営能力向上のための
講座やフォーラムの開催、商店経営・商店街活性化に向けた研究会、商店街役員のマネ
ジメント能力向上を図る研修の実施等を通じ、実践的なアドバイスや情報提供等を行い、
商店街の「経営力向上」や「人づくり」を支援する。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件



（様式１－１）

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024

経常収益 25,243,106 7,775

1,080,074 7,775

13,931,671 0

25,307,131 7,775

25,079,162 7,775

うち人件費 2,469,767 6,704

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 -
当期増加額 84,540,948 -

14,175,375 -

当期減少額 71,196,755 -
50,204,808 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 伝統工芸品産業振興事業

２　事業（施設）概要
事業協同組合等が、東京都伝統工芸品産業振興対策要綱に基づいて実施する産業振
興事業について、東京都伝統工芸品産業振興対策事業実施要領に適合するか確認し、
必要に応じた支援を行う。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件



（様式１－１）

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 17,001

1,080,074 17,001

13,931,671 0

25,307,131 17,001

25,079,162 17,001

うち人件費 2,469,767 5,185

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615

当期増加額 84,540,948

14,175,375

当期減少額 71,196,755

50,204,808

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

指名入札 委託 ㈱ステージ 4,610,431

件数 金額

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
世界発信コンペティション運営補助
業務委託に係る契約締結

2

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 世界発信コンペティション事業

２　事業（施設）概要
都内の中小企業がその技術力を活かして新たに開発した革新的で将来性のある製品・技
術、サービスを表彰することで、都内中小企業等の振興を図る（公社ではサービス部門の
審査等を担当）。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 10,249

1,080,074 10,249

13,931,671 0

25,307,131 10,249

25,079,162 10,249

うち人件費 2,469,767 5,902

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 -

当期増加額 84,540,948 -

14,175,375 -

当期減少額 71,196,755 -

50,204,808 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託
日本システムウェ
ア㈱

346,500

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 産業貿易センター管理運営事業（浜松町館）

２　事業（施設）概要
公益財団法人東京都中小企業振興公社の執行体制の強化を図り、各事業の円滑な執行
を図るため管理運営を行う。

収支
備考

団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

項目

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

令和2年度東京都立産業貿易セン
ター公式ウェブサイト　新型コロナウ
イルス感染拡大防止対策ページ作
成　業務委託契約の締結について

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 48,230

1,080,074 48,230

13,931,671 0

25,307,131 48,230

25,079,162 48,230

うち人件費 2,469,767 29,961

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 -
当期増加額 84,540,948 -

14,175,375 -

当期減少額 71,196,755 -
50,204,808 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 委託 ㈱シーズ 297,000

特定契約 委託 ㈱ピーオーピー 357,500

特定契約 委託 エイアンドエー㈱ 452,100

特定契約 委託
ルーチェワーク
(株)

528,000

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 浜松町館指定管理受託事業

２　事業（施設）概要
公益財団法人東京都中小企業振興公社の執行体制の強化を図り、各事業の円滑な執行
を図るため管理運営を行う。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
浜松町館における産業貿易セン
ター業務用インターネット接続サー
ビス契約について

2

令和2年度　都立産業貿易セン
ター　台東館・浜松町館「全国会場
Ｎａｖｉ2021年版」広告掲載実施に
伴う契約の締結について

3
令和2年度浜松町館「利用案内」の
増刷　契約締結について

4

令和2年度東京都立産業貿易セン
ター浜松町館貸し出し会場検索サ
イト「会場ナビ」への有料プラン掲
載に係る契約の締結について
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特定契約 委託
東日本電信電話
㈱

699,956

特定契約 委託
リードエグジビショ
ンジャパン

1,133,000

特定契約 委託 ㈱総宣アド 1,136,663

特定契約 委託 富士通㈱ 1,484,670

特定契約 委託
㈱都市環境エンジ
ニアリング

2,216,005

特定契約 委託
㈱東急コミュニ
ティー

155,599,389

件数 金額

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
㈱東急コミュニ
ティー

155,599,389

5

東京都立産業貿易センター浜松町
館の加入電話(FAX含む)回線及び
フレッツサービス利用申し込みの
件

6
令和2年度イベント総合EXPOの出
展契約の締結について

7

令和2年度東京都立産業貿易セン
ター浜松町館JR浜松町駅北口　看
板媒体広告掲載の実施と契約の
締結について

8
浜松町館における公社ネットワーク
の構築に関する契約の締結につい
て

10
東京都立産業貿易センター浜松町
館に係る管理業務委託契約の締
結について

9

令和2年度産業貿易センター浜松
町館　事務室等の産業廃棄物収
集運搬・処分委託の契約締結及び
展示室の廃棄物収集運搬・処分委
託の契約締結について

10
東京都立産業貿易センター浜松町
館に係る管理業務委託契約の締
結について

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

本契約は、財務規定　第68条の3（4）イに基づき特定契約とするものである。管理業務を委託するにあたり、建物の
１階から５階までの区分所有者である東京都は、ビル全体の管理会社（株式会社東急コミュニティー）を指定したも
のである。なお、株式会社東急コミュニティーに委託することにより業務の一元化と効率的な管理体制が整備され
ることから委託先に決定するものである。
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うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 310,685

1,080,074 310,685

13,931,671 0

25,307,131 310,685

25,079,162 310,685

うち人件費 2,469,767 0

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 -
当期増加額 84,540,948 -

14,175,375 -

当期減少額 71,196,755 -
50,204,808 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 物品 ジャンボ㈱ 3,014,000

競争契約 物品
ベンキョウドー
（株）

4,855,950

競争契約 工事 ㈱ティーク 5,335,000

競争契約 物品 ㈱芳明堂 6,160,000

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 産業貿易センター再整備関連委託事業（浜松町館）

２　事業（施設）概要 東京都立産業貿易センター（浜松町館）の施設再整備を行う。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

経常外収益

経常外費用

うち 都からの補助金等

経常費用

事業費

管理費

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
浜松町館の荷扱場用台車の購入
に係る契約締結について

2
令和2年度　浜松町館利用者用貸
出備品の購入の契約締結につい
て

3
令和２年度　浜松町館　配線ピット
内電源コンセント増設工事に係る
契約の締結について

4
浜松町館の１Ｆ管理事務室エリア
内書庫の書架の購入に係る契約
締結について



（様式１－１）

競争契約 工事 (株)乃村工藝社 6,490,0005
浜松町館の管理事務室・受付エリ
アの内装工事業務委託に係る契
約締結について
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競争契約 物品
(有)リエゾンオフィ
ス

7,110,400

競争契約 物品
(有)リエゾンオフィ
ス

7,656,000

競争契約 物品
エイハン・ジャパン
㈱

8,635,000

競争契約 物品 ㈱芳明堂 10,324,138

競争契約 物品 ㈱芳明堂 11,040,700

競争契約 物品 ㈱芳明堂 14,472,920

競争契約 物品
総合商社ベンキョ
ウドー㈱

14,814,140

競争契約 物品 ㈱芳明堂 29,977,200

競争契約 物品 ㈱第一文眞堂 32,820,480

競争契約 物品 ㈱第一文眞堂 36,188,900

競争契約 委託、工事
パナソニックシステ
ムソリューションズ
ジャパン㈱

43,395,000

特定契約 物品
工人舎デザイン
(株)

324,500

特定契約 工事 電通工業㈱ 368,500

特定契約 工事 ㈱内木ガラス商会 495,000

特定契約 工事 電通工業㈱ 511,500

特定契約 工事 電通工業㈱ 693,000

特定契約 工事 電通工業㈱ 935,000

特定契約 委託 (株)OVER ALLs 1,815,000

6
浜松町館の貸出用備品(商談机
(小))の購入に係る契約締結につい
て

7
浜松町館の備品(展示台用台車)の
購入に係る契約締結について

8
浜松町館の貸し出し用備品(高所
作業車)の買い入れに係る契約締
結について

12
浜松町館の貸出用備品（会議室
用）等の一括購入に係る契約締結
について

13
浜松町館の貸出用備品（つい立）
の購入に係る契約締結について

14
浜松町館の貸出用備品（展示台）
の購入に係る契約締結について

9
浜松町館の管理事務室・ホワイエ
什器の購入に係る契約締結につ
いて

10
浜松町館の貸出用備品(机・椅子
以外)等の一括購入に係る契約締
結について

11
浜松町館の貸出用給湯室、物品
倉庫、救護室、授乳室他の備品の
一括購入に係る契約締結について

8
東京都立産業貿易センター浜松町
館に係る電話配線追加壁掛等取
付工事発注の件

9

東京都立産業貿易センター 浜松
町館のデジタルサイネージの3Fメ
インエントランス横ディスプレイ取付
工事に係るグラスルーチェ取り外
し・取付工事契約の締結

10
東京都立産業貿易センター浜松町
館に係る電話機取付工事発注の
件

15
浜松町館の貸出用備品（商談机
（大））等の一括購入に係る契約締
結について

16

浜松町館のデジタルサイネージに
係るシステム構築の委託及び設置
工事の請負に係る総合評価委員
会における審査結果及び契約締
結

7
催事案内用デジタルサイネージの
レンタル期間の再延長契約の締結

11
東京都立産業貿易センター浜松町
の無線LAN"00000JAPAN"対応工
事契約の締結

12
令和2年度浜松町館来客公開系
ネットワーク機器増設・追加設定作
業の委託

13
浜松町館の管理事務室・受付エリ
アのウォールアート作成業務委託
契約締結について
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特定契約 物品
㈱東急コミュニ
ティー

2,090,000

特定契約 委託 ㈱Kプロビジョン 2,676,520

特定契約 工事
パナソニックシステ
ムソリューションズ
ジャパン㈱

2,747,800

件数 金額

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ㈱Kプロビジョン 2,676,520

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

工事
パナソニックシステ
ムソリューションズ
ジャパン㈱

2,747,800

14
東京都立産業貿易センター浜松町
館の空調フィルター購入契約の締
結

15
東京都立産業貿易センター浜松町
館プロモーションビデオの制作業
務委託契約の締結

16

東京都立産業貿易センター浜松町
のデジタルサイネージの展示室・
会議室横ディスプレイの外装パネ
ル追加工事契約の締結

15
東京都立産業貿易センター浜松町
館プロモーションビデオの制作業
務委託契約の締結

特命理由

浜松町館の位置する東京ポートシティ竹芝は、官民合築の建造物であり、建物は東急不動産が管理している。建
物の撮影を実施するには、東急不動産の承認が必要となるため、相談を行ったところ、件名「PR活動における映
像撮影会社について」の推奨文（別添資料）を受領した。
本件は、以下の理由により、東急不動産の指定する「株式会社Kプロビジョン」と特命契約を結ぶ。

・東急不動産からの推奨文（別添「PR活動における映像撮影会社について」）において、施設稼働後の撮影には
安全面も含め制限が多く、各対象者から撮影許可を得るためには煩雑な手続きが必要である事から、東急不動産
の管理会社である株式会社アルベログランデ及び撮影契約実績のある「株式会社Kプロビジョン」に依頼すること
で、既存の撮影素材を有効に活用し、施設運営への影響を最小限にとどめることができるため。

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

16

東京都立産業貿易センター浜松町
のデジタルサイネージの展示室・
会議室横ディスプレイの外装パネ
ル追加工事契約の締結

特命理由

展示室横・会議室横の縦型ディスプレイについては、現在壁にアングルを取付け、ディスプレイ・ＳＴＢを固定する
ようにしているが、一般来場者が往来できる場所であり、故意にアングルを触り、予測できない操作による機器の誤
動作や機器そのものに損傷を与えるリスクがある他、専門業者以外がアングルを触ることによる怪我を発生させな
いよう、安全面としてのさらなる配慮が必要と判断し、外装パネルを取り付ける。

　本作業については、パネルを取り付けることによるディスプレイ周辺の放熱特性の変化などから、ディスプレイや
ＳＴＢの動作環境に影響を与えないようにパネルを作成・取り付ける必要があり、またパネル取付け後も、システムと
して動作保証を担保する必要がある。従って、システム導入業者である契約相手方に責任をもって実施してもらう
ために、同社と特命契約を締結する。
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うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 71,627

1,080,074 71,627

13,931,671 0

25,307,131 71,627

25,079,162 71,627

うち人件費 2,469,767 11,614

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615 -
当期増加額 84,540,948 -

14,175,375 -

当期減少額 71,196,755 -
50,204,808 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定契約 工事 ソフトバンク(株) 649,000

特定契約 工事
セントラル警備保
障㈱

4,079,339

特定契約 委託 川重冷熱工業(株) 5,236,000

特定契約 工事
三菱電機ビルテク
ノサービス(株)

2,948,000

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 産業貿易センター管理運営事業（台東館）

２　事業（施設）概要
東京都立産業貿易センター（台東館）の管理運営及び産業貿易センターが入居する合同
庁舎の共用部分等の管理運営を行う。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
3階Wi-Fi提供エリアの拡張工事に
係る工事請負契約の締結

2
R2　監視カメラ増設工事に係る契
約締結と経費の支払

3
吸収式冷温水発生機分解整備に
係る委託業務契約の締結

4
Lアラート対応、デジタルサイネー
ジ改修工事に係る工事請負契約
の締結

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件
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契約種別 契約相手方 契約金額（円）

工事
セントラル警備保
障㈱

4,079,339

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 川重冷熱工業(株) 5,236,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

工事
三菱電機ビルテク
ノサービス(株)

2,948,000

2
R2　監視カメラ増設工事に係る契
約締結と経費の支払

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由

本工事はR元～R2年度にかけての第2期工事である。第1期工事は入札により選定された業者が施工した。
本工事は第1期工事分から機器増設及びシステム変更を行うため、特命契約とする。
①第1期工事の施工業者でありシステムの仕様・性能・設置環境などに精通している
②異なる業者の場合、施工後の性能・運転不良に際し責任所在が不明瞭となるため。

No. 契約件名

3
吸収式冷温水発生機分解整備に
係る委託業務契約の締結

特命理由

特命相手先は、設備製造者の系列会社であり、現在の定期保守・点検業者である。
本件作業以降に発生した事故・故障に対しても、責任の所在が明確となり整合性の取れた維持保全を継続的に
行うことが出来る。

No. 契約件名

4
Lアラート対応、デジタルサイネー
ジ改修工事に係る工事請負契約
の締結

特命理由

①   施工業者であり、改修工事にあたっては、デジタルサイネージを構成する既存のシステム及び既存の機器類
の仕様、性能、設置環境等に精通している。
②   本改修工事の施工業者が異なる場合、施工後に発生する性能、稼働状態の不具合に対し、責任区分が不明
確となり、一貫した品質保証を維持できなくなる。
③   緊急時の確実な稼働が保証される。
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うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 100,655

1,080,074 100,655

13,931,671 0

25,307,131 100,655

25,079,162 100,655

うち人件費 2,469,767 12,886

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 0

36,860,615

当期増加額 84,540,948

14,175,375

当期減少額 71,196,755

50,204,808

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争入札 委託 五建工業㈱ 5,720,000

競争入札 委託
中央エレベーター
工業㈱

7,898,000

競争入札 委託 ㈱和心 132,660,000

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1 秋葉原庁舎空調吹出口交換工事

2
秋葉原庁舎身障者用段差解消機
設備改修工事に係る契約締結

3
令和 3・4年度「東京都産業労働局
秋葉原庁舎」建物管理委託

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 秋葉原庁舎維持管理運営事業

２　事業（施設）概要 行政財産として東京都から賃借している秋葉原庁舎の建物維持管理業務を行う。
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特定契約 委託 ㈱和心 540,000

特定契約 委託
㈱シミズ・ビルライ
フケア

564,300

特定契約 委託 ㈱土屋建設 1,485,000

特定契約 委託 フジテック㈱ 2,600,400

件数 金額
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

非公表案件

産業労働局秋葉原庁舎サイン改修
工事

6
産業労働局秋葉原庁舎袖看板板
面取替工事

7
秋葉原庁舎昇降機設定期点検保
守委託

4
秋葉原庁舎維持管理に係る各種
消耗品の購入（複数単価契約）

5
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契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 フジテック㈱ 2,600,4007
秋葉原庁舎昇降機設定期点検保
守委託

特命理由
　秋葉原庁舎の昇降機設備については、フジテック株式会社が製造したもので、設置以来２１年間保守業務を行っ
た。
　平成２６年度に同社によりリニューアル工事を実施した。よって、各種部品、オイル、設計図等については、製造
者以外は入手することが困難であり、さらに正規品以外の使用により発生した事故等については、責任の所在が不
明確となる恐れがある。
　当該昇降機の構造に精通した上記会社に委託することによって、事故発生の際、原因が明確に判断でき、迅速
かつ適切なサービスが期待できる。

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名
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うち本事業
当期経常増減額 -64,024 -682

経常収益 25,243,106 45,743

1,080,074 0

13,931,671 6,125

25,307,131 46,425

25,079,162 46,425

うち人件費 2,469,767 4,799

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 -682

230,798 -15

36,860,615 128
当期増加額 84,540,948 6,111

14,175,375 6,111

当期減少額 71,196,755 6,125
50,204,808 113

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 中小企業設備リース事業

２　事業（施設）概要
公社が、中小企業者に代わって生産設備等を購入し、低廉な価格でリースすることにより、
資金調達力の乏しい中小企業等の経営基盤の強化に必要な設備及び中小企業の地球
温暖化防止に資する設定設備の導入を促進する。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
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うち本事業
当期経常増減額 -64,024 0

経常収益 25,243,106 15,327

1,080,074 0

13,931,671 11,256

25,307,131 15,327

25,079,162 15,327

うち人件費 2,469,767 6,523

227,968 0

うち管理費 150,334 0

当期経常外増減額 0 0

748 0

748 0

0 0

-64,024 0

230,798 -1,661

36,860,615 8,167
当期増加額 84,540,948 9,595

14,175,375 9,595

当期減少額 71,196,755 11,256
50,204,808 6,506

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

３　収支状況（単位：千円）

令和２年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 傷病共済事業

２　事業（施設）概要
専業的家内労働者や従業員４名以下の製造業を営む個人事業主を対象に、病気やけが
により就業不能となった際に、共済金の給付を行い加入者の生活の安定を図る。

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

経常外収益

経常外費用

事業費

管理費

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
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〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件


